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（総合）研究報告書 

職域における科学的根拠に基づくがん検診の社会実装に関する研究 

研究代表者：立道昌幸  東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学 教授 

研究要旨：本研究では、保険者や事業主が職域において任意でがん検診を企画・実施する際

に、「職域におけるがん検診に関するマニュアル」を参照し、科学的根拠に基づくがん検診お

よび適切な精度管理の実施を支援することを目的として、5 種類のがん検診に関する指針に基

づく検診内容および精度管理について普及啓発を図る動画資材を作成した。さらに、これら

の動画資材を活用し、保険者、事業主、産業医等を対象として、「科学的根拠に基づくがん検

診」の実施および精度管理に関する研修会を実施した。 
また、職域におけるがん検診は、多数のステークホルダーがそれぞれ異なる利害関係のも

とで関与していることから、それぞれの制度運営上の課題を整理・抽出するとともに、その

解決策についても検討を行った。検診担当者にはシナリオベースの e-learning の作製も行い、

理解を深める資材を作製した。職域では健康情報取扱が重要であることからその点も動画と

して解説した。一連の調査の中で受診者側すなわち労働者側の意識調査も同時に実施して、

普及啓発の対象は企画担当者のみならず、受診する労働者自身も対象とする必要があること

が明らかとなったことから、労働者向け啓発動画も3種類作成し、それぞれについて効果検証

を実施した。 
職域では「精度管理」という用語自体を含め理解が十分でないこと、また既存マニュアル

が自治体を対象として作成されており、職域特有の環境が十分考慮されていないことで、本

研究では職域に則したチェックリストを新たに作成するとともに、理解と実践を容易にする

ことを目的として、先行する厚生労働科学研究（祖父江班）において開発された「レセプト

を用いた保険者向け精度管理システム（仮称）」の社会実装に関する検証も実施した。 
これらの作成した動画資材およびその解説を体系的に整理したホームページ「はたらく人

のがん検診ガイド」を構築した。本ホームページには、職域におけるがん検診に関する情報

を包括的に掲載し、関係者が必要な情報へ容易にアクセスできる環境を整備した。さらに、

普及経路の確保を図り、ホームページ URL の一斉配信を行うことで広範な周知活動を実施し

た。 
本研究全体の最終的な効果については、3 種類のパネル調査を用いて検証を行った。その結

果、健保担当者やがん検診企画担当者の 47.5％が当該ホームページおよび動画を視聴してい

たことが確認された。効果として、マニュアルの存在や精度管理の必要性に関する普及啓発

という当初の目的については概ね（80％以上）達成されたものの、より詳細な理解や実際の

行動変容を促すためには、研修会によるインテンシブな介入が有効であることが示唆され

た。以上により、本研究で構築したホームページおよび動画資材によって関係者の関心喚起

を図ることができ、それに研修会を組み合わせることにより、「科学的根拠に基づくがん検

診」の社会実装に寄与する可能性が示唆された。 
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研究分担者：高橋宏和 国立研究開発法人国立がん研究センター・がん対策研究所  
検診研究部検診実施管理研究室・研究員 

研究分担者：佐川元保 東北医科薬科大学・医学部・客員教授   
研究分担者：青木大輔 慶應義塾大学・医学部・名誉教授 /  赤坂山王メディカルセンター 院長 

研究分担者：松田一夫  公益財団法人福井県健康管理協会・がん検診事業部長   
研究分担者：笠原善郎 恩賜財団福井県済生会病院・病院長 
研究分担者：中山富雄 国立研究開発法人国立がん研究センター・がん対策研究所検診研究部・特任

部長 

研究分担者：加藤勝章  公益財団法人宮城県対がん協会・がん検診センター所長 
研究分担者：小川俊夫 学校法人常翔学園 摂南大学・農学部・教授  

研究分担者：齊藤英子 国際医療福祉大学三 田病院・予防医学セ ンター・講師 

研究分担者：森定 徹 杏林大学・医学部・産科婦人科学教室・教授  

研究分担者：泉 陽子 東北大学東北メディカル・メガバンク機構・健康政策分野・教授 

研究分担者：南谷優成 東京大学医学部附属病院放射線科・助教 

研究分担者：深井航太 東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学・准教授 

研究協力者：中澤祥子 東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学・助教 

研究協力者：古屋佑子 東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学・講師 

 

Ａ. 研究目的 

平成 30 年 3 月に「職域におけるがん検診に関

するマニュアル」が公表され、保険者や事業主が

がん検診を任意で実施する際に、職域におけるが

ん検診が効果的に行われるため、科学的根拠に基

づくがん検診の普及啓発が進められている。しか

し職域におけるがん検診の受診状況調査によれば、

「職域におけるがん検診に関するマニュアル」の

認知、活用状況は十分ではなく、職域におけるが

ん検診の精度管理、精密検査受診率の向上に関す

る取組みについては、対策を講じる必要がある。 

 本研究では、保険者や事業主ががん検診を任意で

実施する際に、保険者や事業主に対して、「職域にお

けるがん検診に関するマニュアル」を反映した、５つの

がん検診の検診内容と精度管理の普及啓発を図った、

永続的に利活用できる動画資材を作成することを目

標とする。また、作成した動画資材を用いて、保険者

や事業主、産業医等を対象に、職域におけるがん検

診に関する研修会を実施することを目的とする。 

 「職域におけるがん検診に関するマニュアル」普及

版と、精度管理に関する動画を作成するとともに、そ

の動画をまとめ、職域のがん検診を企画する場合に

必要な情報の集約を目的にホームページを作成する

とともにその配信ルートを確保し、配信を行った。さら

に、その効果検証を行った。 

 

Ｂ. 研究方法 

1) 動画作成フロー図を作製し、それに基づき動画作

成を実施 （コンテンツ班の活動） 

1）動画作成フロー図を作製し、それに基づき動画作

成を実施 

職域において望まれるがん検診像を示し、それに

基づき、啓発ができるように各動画作成を行った。 

動画 A は、マニュアルが存在してそれを参考にするこ

とが大切であるという導入動画 

動画 B は、動画 A の完全版の長編動画 

動画 C は、マニュアルを説明した全体動画となってい

る。 
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また、各がん検診については、その対象年齢、項

目、判定医の資格要件など詳細に理解できるような内

容の動画を 5 つのがん検診について作成した。 

 

 

 

職域では、若年者に範囲を広げてがん検診をする

ことが多い。この点のデメリットを説明。 

① 検診の利益については、基本的に死亡率

減少効果を期待するものであるが、事前

の調査では職域でこのワードは受け入れ

にくい点から表現を考慮する 
② 早期復職、早期パフォーマンスの回復、

QOL の確保、医療費の側面からの効果

を期待することを追記 
③ 福利厚生ではなく、保健事業として実施

する必要性 
④ がん検診を実施するのであれば、事業評

価を行う必要性 
⑤ プロセス指標とは何か？ 
⑥ 精度管理と言う言葉が一般にわかりにく

いことから、事業評価するというワード

に統一 
⑦ 第 3 期のデータヘルス計画には、精査受

診率の向上が加算・減算の項目にはいっ

ていることからこの点を強調する。 
 
○職域でのがん検診の精度管理の課題について 

精度管理という概念の理解が進むように、動画

を作成し、チェックリストの作製（分担者齊藤参

照）と動画作成を行った。 

フローとして、レセプトを用いた保険者がん検

診精度管理システムの利用の有無により分岐し、

健保組合が精検受診勧奨を実施する際の留意点を

まとめた動画Ｅを作成した。 

会社で精検受診勧奨する場合の留意点に関する動

画の作成 

職域においてがん検診の精査勧奨をすすめる上

で重要なのが、職制を関与させるかどうかである。

つまり事業主の関与が得られることで、精査勧奨

の効率が高くなることから、この問題について日

本産業法学会の特命委員会の中で、議論され論文

とした中身について、動画Ｆを作成した。 

精度管理に関する動画 

「精度管理」の実施について触れられているが、

チェックリストも自治体を対象にしており、精度

管理自体もどのように実施するべきか？の記述も

なく、「精度管理」そのものは、職域では、理解

しがたい内容となっている。そのため、本研究で

は、まずは精度管理とはどのようなものであるの

かの、理解を深めることを目的に、「精度管理」

について実施主体が事務職であることを念頭に、

動画を作成した。 

 

各動画については、動画のコンテキストを作成

し、各専門家（分担者）から意見を募り、デルフ

ァイ式に数度その行き来をすることで、合意形成

を図り内容を決定した。 
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なお、動画は長いと視聴する側に負担がかかる

ことから、動画では重要な部分を解説し、詳細は

ホームページで補足した。 

 
2）職域におけるがん検診精度管理実施のための

がん検診実施機関用チェックリスト作成研究（齊

藤） 

1．対象とするがん検診のがん種および検診手法

の検討 ： 職域におけるがん検診に関するマニ

ュアル（以下、職域マニュアル）に記載されてい

るがん検診、および地域保健健康増進事業で実施

が推奨され、がん予防重点健康教育及びがん検診

実施のための指針（以下、指針）に記載されてい

るがん検診（以下、住民検診）を対象とし、がん

種および検診手法等に基づいて、CL作成対象とす

ることの妥当性を検討した。 

2．CL 案の作成と検証 ：方法 1 で選定したがん検

診に対して、住民検診で使用されている検診機関

用チェックリストおよび仕様書を基礎資料とし、

以下を実施した。 

（1）職域検診用のがん検診実施機関に求める精

度管理項目 CL の作成 

（2）上記 CL を用いた職域検診用 Web アンケート

フォームの作成 

（3）全国の職域がん検診実施機関を対象とした

アンケート調査による使用可能性の検討および現

状課題の抽出 

調査対象は、健診あるいは検診を提供する医療

機関で、わが国の主要な健診代行会社 3 社の契約

先を重複のないよう整理したものであり、アンケ

ート回答依頼は健診代行会社を通じて行った。 

3）労働者向け指針に基づくがん検診の普及に

向けた動画教材の開発と検証（酒井） 

1． 研究デザイン 

本研究は、がん検診における偽陽性リスクを

説明する3種類の短時間動画教材を介入として

実施した、3群の疑似無作為化比較試験である。

調査は2025年6月に日本国内のインターネット

調査会社が保有するオンライン調査パネルを用

いて実施した。 

本研究では、動画教材の提示方法の違いが、

視聴後の指針に基づくがん検診への選好に与え

る影響を検討した。3種類の動画は、それぞれ、

説明型の動画、乳がん検診に関する事例提示型

の動画、腫瘍マーカー検査に関する事例提示型

の動画であり、各群の対象者は1種類の動画の

みを視聴した。 

2．対象者 

対象者は、30歳以上60歳以下の就労者とした。

除外基準は、胃がん、肺がん、大腸がん、乳が

ん、子宮頸がんの既往を有する者とした。また、

過去3年以内に自治体が実施する推奨に基づく

がん検診を受診した者は、自治体検診が国の指

針に沿った検診を提供していることを踏まえ、

本研究の対象から除外した。 

調査は、各動画群につき400名（男性200名女

性200名）で合計1,200名の有効回答が集まるま

で実施した。回答時間が5分未満または30分を

超える者は、回答の妥当性に懸念がある不適切

回答者として除外した。 

3．割付方法および調査手順 

対象者は個別に無作為化されたものではなく、

3種類の動画条件ごとに別々のオンライン調査

を設計した。各動画群への調査依頼は、排他的

に配信し、ある動画群に招待された者が他の動

画群に重複して招待されないようにした。した

がって、本研究は疑似無作為化比較試験として

実施した。 

対象者は、調査票内で割り当てられた動画を

視聴前後でがん検診に関する選好について回答

し、視聴後に動画に対する評価項目に回答した。
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調査中に動画を最後まで視聴しなければ次の設

問に進めない設定とした。 

4．介入内容 

本研究では、3種類の動画教材を作成した

（図1）。いずれの動画も、がん検診には早期

発見や死亡率減少につながる利益がある一方で、

指針に基づかない受診では偽陽性や不要な精密

検査などの不利益が生じうることを伝える構成

とした。 

動画Ａは、説明型の動画であり、図表や数値

を用いて、過剰ながん検診に伴う偽陽性リスク

を論理的に説明した。具体的には、がん検診が

「がんの疑いがある人を絞り込む検査」と「精

密検査」の二段階で構成されること、陽性また

は要精密検査となった後にがんが見つからない

場合を偽陽性と呼ぶこと、若年層など有病率が

低い集団では偽陽性の割合が高くなりやすいこ

とを説明した。動画時間は84秒であった。 

動画Ｂは、若年乳がん検診の事例提示型の動

画であり、30歳代の女性が乳がん検診を受け、

要精密検査となった後、最終的に偽陽性であっ

たことが判明する物語を示した。職域での健康

診断結果をきっかけに不安を抱き、精密検査の

予約や受診のために時間的・経済的負担を経験

する内容とし、推奨年齢より若い年齢でがん検

診を受けることによる不利益を伝えた。動画時

間は77秒であった。 

動画Ｃは、腫瘍マーカー検査の事例提示型の

動画であり、就労中の男性が腫瘍マーカー検査

を受け、複数項目で異常を指摘された結果、胃、

大腸、肺などに関する複数の精密検査を受ける

ことになる物語を示した。最終的に重大な異常

は認められなかったものの、数か月にわたる検

査、仕事を休む必要、心理的負担、放射線被ば

くへの懸念などを経験する内容とし、推奨され

ていない検査項目を追加することによる不利益

を伝えた。動画時間は77秒であった。 

 

 

図1. 各動画のキャプション 

5．評価項目 

主要評価項目は、動画視聴後に「指針で推奨

されている通りのがん検診を受けたい」と回答

したかどうかとした。対象者には、視聴前後で

希望するがん検診の受け方について尋ね、(a) 

指針で推奨されている通りのがん検診を受けた

い(b) 指針で推奨されている年齢よりも若い時

からがん検診を受けたい(c) 指針で推奨されて

いる検査よりも多く、もしくは少ないがん検診

を受けたい（腫瘍マーカーやPET-CTなど）(d) 

指針で推奨されている間隔（1年）よりも短い、

もしくは長い間隔でがん検診を受けたい(e)い

かなるがん検診も受けたくない(f)わからない

の選択肢を提示した。推奨年齢、検査項目、受

診間隔のいずれかについて指針と異なる選好を

示した場合すなわち、(b) (c) (d)いずれかを

選択した場合には、指針に基づかないがん検診

への選好として扱った。 

副次評価項目として、動画教材に対する主観

的評価を測定した。項目はこの動画は私に関係

ある、明瞭で理解しやすい、受診者として必要

な情報をすべて提供している、啓発資料として

受け入れられる、この動画について考えたくな
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い、家族や友人と話す気になる、指針に基づく

がん検診を受けたいと思うの7項目について、

「とてもそう思う(5点)」から「全くそう思わ

ない(1点)」までの5件法で評価した[3]。 

6．共変量 

共変量は、性別、年齢、教育歴、動画視聴前

のがん検診に関する選好とした。教育歴は、大

学卒業未満もしくは以上の2区分に分類した。

動画視聴前のがん検診に関する選好は、主要評

価項目と同じ方法で測定した。 

4）健康保険組合と働く人に対するアンケート調

査（須賀） 

2023 年度は、「職域におけるがん検診に関する

アンケート調査」をけんぽ共同健診協議会に加入

する健康保険組合 59 団体と本研究班に連携機関

で参加する健康保険組合 19 団体に依頼し、2023

年 12 月にインターネット上で実施した。また、

「働く人を対象としたがん検診に関するアンケー

ト調査」をマイボイスコム株式会社に委託し、登

録モニターから健康保険組合と協会けんぽの被保

険者をそれぞれ性 10 歳階級別 200 名ずつ募集し、

2024 年 1 月にインターネット上で実施した。 

2024 年度は、「働く人の健康意識に関するアン

ケート調査」第 1 弾をクロス・マーケティング株

式会社に委託し、登録モニターから健康保険組合

と協会けんぽの被保険者をそれぞれ性 10 歳階級

別 200 名ずつ募集し、2024 年 1 月にインターネ

ット上で実施した。 

2025 年度は、「働く人の健康意識に関するアンケ

ート調査」第 2 弾をクロス・マーケティング株式

会社に委託し、登録モニターから 25～64 歳有職

者を性 10 歳階級別 250 名ずつ募集し、2025 年

11 月にインターネット上で実施した。 

 

5）産業医経験の有無が、がん検診についての

「情報認知」および「認識」に及ぼす影響につい

ての調査（齊藤） 

R6年度に実施した、産業医学推進研究会に所属

する約 700 名の会員に対してメーリングリストを

通じて回答を得た 150 名（2024 年 1 月～2 月、オ

ンライン回答）のうち、産業医としての実務経験

ありと回答した 147 名（産業医経験あり群）と、

R7年 8月に産業医資格を今後取得するための講習

会に参加し、アンケート参加に同意した 196 名

（産業医経験なし群）の 2 群を対象として、下記

項目について比較を行った。 

 

・ 属性（年齢・産業医経験の有無） 

・ 職域におけるがん検診に関するマニュアル

（職域マニュアル）の認知と活用の有無 

・ 国立がん研究センターから公表されている5が

ん（胃、大腸、肺、子宮頸、乳がん）の「有

効性評価に基づくがん検診ガイドライン」の

認知と活用の有無 

・ 国が推奨する検診部位及び手法の認知度を公

表していることへの認知 

・ 国が推奨しないがん検診の職域での実施に対

する認識 

・ 国の推奨状況の認識と職域での実施に対する

認識の関連性 

・ 「あるがん検診の手法が有効かどうか」を評

価するために適切である指標の認知度 

・ がん検診の不利益を評価する項目の認知度 

 

6）職域がん検診に労働者の意識実態調査（森、

五十嵐） 

1．職域がん検診の実態調査 

職域がん検診に関わる健康保険組合、協会けんぽ、

健診機関などを対象にインタビュー調査を実施し

た。 

調査では以下の内容を聴取した。 

・がん検診の実施体制 

・対象者および検査項目 

7



 
 

得られた内容を整理し、職域がん検診の実態と受

診者の課題を分析した。 

 

2．労働者調査 

1 のインタビュー調査を踏まえて、質問紙調査を

作成し、全国の労働者約 3 万人を対象にオンライ

ン調査を実施した。 

調査対象および実施方法 

 - 対象：インターネットリサーチ会社を通じて

収集した全国の労働者約 3 万人 

 - 方法： W2S-OhpmⅢ調査に、がん検診に関す

る 4 項目の質問票を追加しオンラインにて実施 

調査項目（設問）とその意図 

 本調査で用いた 4 つの設問は、各検査段階にお

ける具体的なメリットとデメリットを数値で提示

し、受診者の受診意向を評価するものである。 

 【設問１：がんリスク評価検査】 

- 内容：「がんの発生リスクを評価する検査では、

陰性の場合はがんリスクが低く、陽性の場合はが

んリスクが高いと判断されます。ただし、陽性で

あっても必ずしもがんが存在するわけではなく、

また陰性でもがんが完全に否定されるわけではあ

りません。あなたはこの検査を受けますか？」 

- 想定がん検診：がんリスク評価検査（腫瘍マ

ーカー検査や線虫検査など、科学的根拠に乏しい

検査手法を想定） 

- 意図：検査結果の不確実性（偽陽性・偽陰性

の可能性）を踏まえ、受診者がこの検査にどの程

度信頼を寄せ、受診意向が反映されるかを評価 

【設問２：乳がん検診】 

- 内容:「ある検査では、1000 人受診すると 1人

の乳がんによる死亡を防ぐことができるというメ

リットがあります。一方で、1000 人中 70 人が精

密検査対象となり、偽陽性により不要な精密検査

が生じるというデメリットもあります。これらの

メリットとデメリットを考えたとき、あなたはこ

の乳がん検診を受けたいと思いますか？」 

- 想定がん検診：乳がん検診 

- 意図：乳がん検診よる 1000 人に 1 人の死亡防

止効果というメリットと、偽陽性による不要な全

身精密検査というデメリットを具体的な数値で示

し、受診者がどの程度リスクを容認し、受診意向

にどのように反映されるかを評価 

 【設問３：前立腺がん検診】 

- 内容:「ある検査では、1500 人受診すると 1人

の前立腺がんによる死亡を防ぐことができるとい

うメリットがあります。一方で、1500 人中 120人

が精密検査対象となり、最終的に 36 人が『がん

と診断』されますが、その中には進行が遅く、本

来治療が不要と考えられる前立腺がんが含まれる

可能性があります。これらのメリットとデメリッ

トを考えたとき、あなたはこの前立腺がん検診を

受けたいと思いますか？」 

- 想定がん検診:前立腺がん検診 

- 意図：前立腺がん検診による 1500 人に 1 人の

死亡防止効果と、過剰診断（治療が不要なケース

を含む）のリスクを具体的な数値で示し、受診者

がデメリットをどの程度重視し、受診意向にどの

ように反映されるかを評価 

 【設問４：大腸がん検診の精密検査】 

- 内容:「あなたは事前検査の結果、精密検査の

受診を勧められました。その精密検査は身体的に

負担のある検査ですが、100 人受診すると 2 人に

がんが見つかり治療が必要になり、また 5 人にポ

リープが見つかり、切除することでがん予防が期

待できます。あなたはこの精密検査を受けます

か？」 

- 想定がん検診:大腸がん検診 

- 意図:便潜血検査による事前検査で異常が認め

られた場合に実施される精密検査（大腸内視鏡検

査）における身体的負担と、がんや前がん状態の

早期発見・予防効果という具体的なメリットを示

し、受診意向にどのように反映されるかを評価精

密検査を受けるかどうかを評価 
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データの集計と分析 

 各設問における「受ける／多分受ける」と回答

した割合を、性別、年代、従業員規模、学歴別に

集計した。各検診の受診意向を目的変数とし、性

別、年齢、学歴、企業規模、年収、喫煙歴、飲酒

歴、運動習慣を説明変数としてロジスティック回

帰分析を行い、多変量モデルにより関連要因を検

討した。 

 

3．研修プログラム改善 

これらの結果を踏まえ、職域がん検診に関する研

修プログラムの内容を見直した。 

 

7）職域がん検診マニュアルに基づいた 

モデル研修プログラムの開発（森、五十嵐） 

本研究は、令和 5 年度から令和 7 年度にかけて

段階的に実施した。 

1．研修ニーズの把握（令和 5 年度） 

健康保険組合、事業場、産業保健職、健診機関

など、職域がん検診に関わる組織を対象としてイ

ンタビュー調査を実施した。調査では、職域がん

検診の実態や課題、意思決定の過程、教育研修に

対するニーズなどについて聴取した。得られた内

容を整理し、研究班会議において研修対象者や研

修内容について検討した。 

2．研修プログラムの開発およびモデル実施（令

和 6 年度） 

前年度の調査結果を踏まえ、職域がん検診に関

する研修プログラムを開発した。研修対象は、産

業医、衛生管理者・産業保健看護職、健康保険組

合担当者、健診機関営業担当者とした。 

研修プログラムは以下の 4 要素で構成した。 

1）研修の背景および目的の説明 

2）研修動画を用いた知識の確認 

3）シナリオを用いたグループ討論 

4）職域がん検診の企画に関する考え方の整理 

各研修終了後にはアンケート調査を実施し、研修

内容の理解度や有用性について評価した。 

 

3．教育コンテンツの普及（令和 7年度） 

これまでの研修で用いたシナリオや教材を基に、

職域がん検診に関する e-Learning サイトを構築

した。また、マニュアルの普及と職域がん検診に

関する理解促進を目的として、産業保健職、健康

保険組合担当者、労働衛生機関担当者などを対象

としたウェビナーを開催した。ウェビナー参加者

に対してアンケート調査を行い、理解度や研修内

容の評価を収集した。 

参考） 

https://www.ohpm.jp/elearning/index.html 

 

8）「職域保険者におけるがん検診の精度管理指標

算出システムの実装に関する研究」(小川) 

本研究は、（１）レセプトを用いたがん検診精

度管理指標の健保組合への実装化の現状と課題、

（２）実装化への課題解決に向けた取り組み、か

ら構成されている。 

（１）レセプトを用いたがん検診精度管理指標の

健保組合への実装化の現状と課題は、先行研究に

おいて構築したがん検診の精度管理指標算出を可

能にするシステム「保険者向けがん検診精度管理

システム（仮称、以下、試用版システム）」の試

用を通じて、その課題の把握を実施した。 

（２）実装化への課題解決に向けた取り組みにつ

いては、試用版システムより明らかになった課題

の解決に向けた取り組みについて概説した。 

  

9）労働者のがん検診受診率の推移およびがん長

期生存率の職業格差（財津） 

【研究１】 

１．研究デザイン 

本研究は The Japan COVID-19 and Society 

Internet Survey Study（JACSIS）および The 

Japan Society and New Tobacco Internet Survey
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（JASTIS）の各年のデータを用いた横断研究であ

る。 

 

2. 研究対象者 

 職種によるがん検診受診率の分析においては、

2023 年（9 月・11 月）（以下、2023 年調査）と

2024〜2025 年（2024 年 12 月〜2025 年 1 月）（以

下、2024 年調査）の JACSIS の調査に回答し、保

安職とその他の職業に従事している者を除外した

現役の労働者とした（表1）。対象の年齢は、各が

ん検診の受診が推奨される年齢に基づき、大腸が

ん、肺がん、胃がんおよび乳がん検診は 40〜64

歳、子宮頸がん検診は 30〜64 歳とした。さらに

前立腺がんについては 50〜64 歳とした。その結

果、2023 年調査と 2024 年調査における対象者は、

大腸がん、肺がんおよび胃がん検診では同一の対

象者であり、それぞれ 7,038 人(女性 2,929 人)、

7,646 人（女性 3,181 人）であった。乳がん検診

では、それぞれ 2,929 人、3,181 人（いずれの年

も全て女性）、子宮頸がんでは 4,252 人、4,720 人

であった。前立腺がんにおいては、2,348 人、

2,591 人であった。職種別の対象者の年齢および

性別の詳細は表 1 に示す。 

 労働者全体の分析においては、2023 年調査と

2024 年調査に加えて、2026 年の JASTIS 調査（以

下、2026年調査）のデータを加えた。保安職とそ

の他の職業に従事している者を含めた現役労働者

全体を対象とした（表2）。各がん検診における対

象年齢は職種による分析と同様とした。2023年調

査、2024 年調査、2026 年調査それぞれの対象者

は、がん検診ごとに以下の通りである。 

 

2023 年調査 

・大腸がん・肺がん・胃がん検診：8,756人(女性

3,731 人) 

・乳がん検診：3,731 人(全て女性) 

・子宮頸がん検診：5,302 人 

・前立腺がん検診：2,915 人 

2024 年調査 

・大腸がん・肺がん・胃がん検診：9,464 人（女

性 4,006 人） 

・乳がん検診：4,006 人(全て女性) 

・子宮頸がん検診：5,826 人 

・前立腺がん検診：3,219 人 

2026 年調査 

・大腸がん・肺がん・胃がん検診：10,103人（女

性 4,577 人） 

・乳がん検診：4,577 人(全て女性) 

・子宮頸がん検診：6,751 人 

・前立腺がん検診：3,257 人 

  

 また、労働者全体の分析における対象者の年齢

と性別の詳細は表 2 に示す。 

 

3．がん検診受診率 

 アウトカムはがん検診の受診率とした。対象と

する検診は、大腸がん、肺がん、胃がん、乳がん、

子宮頸がんおよび前立腺がん検診とし、大腸がん、

肺がん、胃がん、前立腺がんについては過去 1 年

間、乳がんと子宮頸がんについては過去 2 年間の

受診状況を各年の調査にて収集し、分析した。 

4．職種  

職種によるがん検診受診率の分析においては、

職種を曝露とした。最長職歴に基づき、upper 

non-manual 職種（専門職・管理職）、lower non-

manual 職種（事務・販売・サービス）および

manual 職種（製造・建設・運輸等）の 3つに分類

した。 

 

【研究 2】 

１．研究デザイン 

神奈川県地域がん登録において、1992 年から

2015 年の間に初発がんと診断された 20～65 歳の

患者を対象とした。登録症例 851,547 例のうち、
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年齢基準外、職業情報欠損、無職・学生・専業主

婦、特殊職（警察、自衛隊等）を除外し、最終的

に 41,632 例を解析対象とした。 

 

2．全死亡およびがん特異的死亡 

主要アウトカムは全死亡、副次アウトカムはが

ん特異的死亡とした。追跡期間は診断日から死亡

または最終追跡日までとし、最大 10 年間とした。

がん特異的死亡の解析では、他の原因による死亡

は打ち切りとした。 

 

3．職種 

最長職歴を、upper non-manual 職種（専門職・

管理職）、lower non-manual 職種（事務・販売・

サービス）、manual 職種（製造・建設・運輸等）

および primary industry（農林水産業）の 4 つに

分類した。 

 

10）産業医・健康保険組合がん検診担当者を対象

とした「がん検診マニュアル」の普及啓発活動と

その評価（中澤） 

本研究は、産業医・健保組合におけるがん検診

担当者への対面、あるいはオンライン研修の実施

とオンライン質問票調査からなる横断研究である。

対象者は、産業医の場合には、主に医師会認定産

業医講の習会受講者に対して、健保担当者につい

ては、日本の健保に現在勤務し、がん検診事業の

企画・運営に関与している職員とした。健保に勤

務し、本研究の勉強会を企画した紹介者を通じて

研修会の案内を行い、参加希望を示した健保の担

当者を募集した。研究参加への同意確認は、紹介

者から対象者へ電子メールで同意説明文書を送付

し、参加意思を確認する方法で行った。 

評価にしては、パイロット研究を通じて、その評

価項目の妥当性評価、フィージビリテイ調査を行

い、最終のオンライン研修会にて 本評価検証を

実施した。 

産業医研修会についての資料は、当該研究のホ

ームページに掲載している（参考資料1）。また、

健保組合への研修資料についても作成した。産業

医研修会では、1 時間を単位として、健保の担当

者を対象として、1回あたり 1～1.5時間にて対面、

オンライン講義を実施した。講義の詳細は参考資

料 2 に示した。講義は、全て研究代表者の立道昌

幸が実施した。パイロットとして義前後、本調査

では講義後にオンライン質問票への回答を収集し、

回答時にあらかじめ研究参加への同意を確認した。

同意が得られなかった者および回答に欠損のあっ

た者は解析対象から除外した。 

質問票の主な項目は補足資料 3 に示した。 

質問項目には、健保の種別（単一企業型健保また

は総合型健保）、業種、担当者の考え方に関する

項目（2項目）、マニュアル認知に関する項目、が

ん検診各項目に対する補助の実施状況、精度管理

に関する認識、ならびにホームページ、動画、講

義に対する印象を含めた。担当者の考え方に関す

る項目のうち、マニュアル遵守志向は、Q3「補助

すべき検診項目は必要なものに限定すべきである」

への回答に基づいて定義した。マニュアル認知に

ついては、「認知あり」「認知なし」の 2 群に分類

した。 

対象者の基本属性として、健保の種別および業

種を把握した。業種の分類がその他・分類不能の

場合は除外した。マニュアル認知、がん検診に対

する補助の実施状況、および担当者の考え方（2

項目）との関連を検討するため、カイ二乗検定、

Fisher の正確性検定、または Cochran-Mantel-

Haenszel 検定を用いて p値を算出した。さらに、

講義、ホームページ、動画に対する印象について

は記述統計により示した。統計解析には SAS 

software version 9.4（SAS Institute, Cary, NC, 

USA）を用いた。 

 

11）職域におけるがん検診マニュアルの普及啓発
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に関する研究班活動の総括調査（酒井） 

1．研究デザイン 

3 種類のオンラインでのアンケート調査①ウェ

ブサイトについての調査、②啓発動画についての

調査、③精度管理についての調査を実施した。い

ずれもインターネット調査会社の登録モニターを

対象として、対象者選定にあたって、研究参加へ

同意した 20 歳以上の日本在住就労者、かつ「定

期健康診断やがん検診の実施・運営、またはその

案内に関わる仕事」に従事している者を特定した。

また、がん検診の企画内容、予算、契約先などに

ついて最終的な決裁権を持つ者、もしくは企画立

案、サービス・業者の選定、予算案の作成など、

決裁に大きく影響する提案を行う立場である者を

対象とした。さらに、職場について(a)企業・事

業所、(b)健康保険組合・共済組合・協会けんぽ、

(c)自治体・行政機関、(d)健診機関や医療施設、

(e)その他から選択を求め、その選択によって以

下の調査に振り分けた。 

①ウェブサイト認知調査では、(a)企業・事業所、

(d)健診機関や医療施設の選択者を対象とした。 

②啓発動画についての調査では、(a)企業・事業

所、(b)健康保険組合・共済組合・協会けんぽの

選択者を対象とした。 

③健康保険組合の健診担当者を対象とした調査で

は、(b)健康保険組合・共済組合・協会けんぽの

選択者を対象とした。この調査では、スクリーニ

ングが厳しく、十分なサンプル数が期待できなか

ったため、がん対策企業アクションへの参加企業

などに対して、メーリングリストを活用して機縁

法による回答募集も実施した。 

 

2．アンケートの質問項目 

①ウェブサイトの認知についての調査 

質問項目は、図１に示すウェブサイトについて、

(1)知っていて、2 回以上アクセスしている(2)知

っていて、1回アクセスしたことがある(3)知って

いるが、アクセスはしたことがない(4)知らない

から回答を求めた。ここで(1)(2)を選択した人に

は、ウェブサイトの主要な 4 つのコンテンツの利

用経験について、すなわち、望ましい検診のあり

方の記事の閲覧、検診の企画・運用についてフロ

ーチャートにそった動画視聴、５種類のがん検診

の動画視聴、偽陽性の動画視聴について、あり、

なし、わからないから回答を求めた。 

他のウェブサイトとの認知の比較をするため

に、「がん対策推進企業アクション」

https://www.gankenshin50.mhlw.go.jp/ 

「がん情報サービス」

https://ganjoho.jp/public/index.html 

「肝炎情報センター」

https://www.kanen.jihs.go.jp/、 

「知って肝炎」https://www.kanen.org/ 

「検診／健診ナビ」https://gankenshin.jp/ 

「こころの耳」https://kokoro.mhlw.go.jp/ 

について(1)知っていて、2回以上アクセスしてい

る(2)知っていて、1 回アクセスしたことがある

(3)知っているが、アクセスはしたことがない(4)

知らないから回答を求めた。正確な回答を収集す

るためにそれぞれについて必ずウェブサイトのリ

ンクを開かなければ回答できないように設定した。 

マニュアルの主観的な認知を問う問題として、厚

生労働省が 2018 年に公表した「職域におけるが

ん検診に関するマニュアル」を知っているか問い、

(1)知っている(2)名前は聞いたことがあるが、内

容はわからない(3)名前を聞いたこともない、か

ら択一式で回答を求めた。 

がん検診についての客観的な知識を問う問題と

して、推奨されているがん種、対象年齢、検査間

隔について設定した。まず、指針で推奨されるが

ん検診に当てはまるものをすべて選択するように

求めた。選択肢は(1)胃がん、(2)肺がん、(3)大

腸がん、(4)子宮頸がん、(5)乳がん、(6)甲状腺
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がん、(7)前立腺がん、(8)卵巣・子宮周辺のがん、

(9)肝臓・腎臓・膵臓・胆のうのがん、(10)いず

れも当てはまらない、として(1)から(9)はランダ

ム順に出現させた。次に、推奨されているがん種

(1)～(5)のそれぞれの推奨年齢について(i)20 歳

以上(ii)30 歳以上(iii)40 歳以上(iv)50 歳以上

(v)60 歳以上(vi)年齢によらずに推奨されている

から回答を求めた。さらに(1)～(5)の推奨間隔に

ついて、(i)毎年(ii)2 年に 1 回(iii)3 年に 1 回

(iv)上記以外からそれぞれ選択を求めた。 

 

②啓発動画についての調査 

指針に基づくがん検診を推奨する 8 分間の動画を

視聴させた 

https://www.youtube.com/watch?v=RyxJyweNOuQ 

動画の前半では若い世代へのがん検診や腫瘍マ

ーカー検査で偽陽性などの不利益があること、具

体的にはがんの見逃し、過剰診断、偶発症につい

て説明した。中盤では、適切ながん検診には、死

亡率減少、早期発見による侵襲性の低い治療選択、

早期の社会復帰のメリットがあることを解説した。

メリットを最大化するために、「職域におけるが

ん検診に関するマニュアル」に基づいて企画する

ことが重要であるとし、受診率、要精検率、精検

受診率、がん発見率などのプロセス指標で評価、

管理することを推奨した。後半では、陽性時の精

密検査の重要性を検診前から伝えておくこと、受

診勧奨を見据えてデータ利用に関する同意を事前

に得ておくことを提案した。正確な回答を求める

ために、動画視聴が完了しない限り、次の質問に

回答できないように設定した。視聴後は、主観的

評価として以下の 7 項目 (a)この動画は私に関係

がある(b)この動画は明瞭で理解しやすい(c)この

動画は受診者として必要な情報をすべて提供して

いる(d)この動画は啓発資料として受け入れられ

る(e)この動画について考えたくない(f)この動画

を見たら、家族や友人と話す気になる(g)この動

画を見たら、マニュアルに基づくがん検診を受け

たいと思うについて「とてもそう思う」から「全

くそう思わない」の 5 件法で回答を求めた。さら

に、動画の中で印象的だったことを自由回答で求

めた。 

 

③精度管理についての調査 

基本的な知識を問うために、精度管理の評価・

モニタリングで国が収集体制の検討を求めている

主要指標について、(1)対象者数(2)受診者数(3)

要精検率(4)精検受診率(5)陽性反応的中度（PPV）

(6)がん発見率(7)感度(8)特異度(9)わからない

(10)当てはまるものはないから当てはまると思う

ものを全て選択するように求めた。(1)から(8)の

選択肢はランダム順に出現させた。 

具体的な知識を問うために、受診率、精検受診

率、偽陽性の意味として、適切なものを選択させ

た。受診率は、選択肢(1)社員全人数のうち検診

を受けた人の割合(2)検診の対象者のうち検診を

受けた人の割合(3)検診を希望した人のうち検診

を受けた人の割合(4)検診の案内を送付した人の

うち検診を希望した人の割合(5)検診を受けた人

のうち要精密検査となった人の割合(6)わからな

いから回答を求めて、(2)を正解とした。精検受

診率は、選択肢(1)一次検診を受けた人のうち、

精密検査を受けた人の割合(2)一次検診を受けた

人のうち、要精密検査となった人の割合(3)要精

密検査と判定された人のうち、精密検査を受けて

その結果が把握できた人の割合(4)要精密検査と

判定された人のうち、がんが見つかった人の割合

(5)精密検査を受けた人のうち、がん治療のため

に医療機関を受診した割合(6)わからないから回

答を求めて、(3)を正解とした。偽陽性は、選択

肢(1)実際にがんの人を検査で陰性と判定したこ

と(2)実際にがんでない人を検査で陽性と判定し

たこと(3)実際にがんの人を検査で陽性と判定し

たこと(4)実際にがんでない人を検査で陰性と判
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定したこと(5)判定不能で再検査になったこと(6)

わからないから回答を求めて、(2)を正解とした。 

回答者の所属施設において、プロセス指標の把

握状況を調査した。対象者数、受診者数、要精検

率、精検受診率、がん発見率についてそれぞれ、

把握している、把握していない、わからないの 3

つの選択肢から回答を求めた。対象者数と受診者

数についてどちらも把握している場合には、受診

率を把握していると解釈して、2023 年 12 月に須

賀氏らを中心に本研究班で実施した調査結果とプ

ロセス指標の把握状況を比較した。 

指針に基づくがん検診のさらなる推奨に向けて、

問題点を整理するために２つの自由回答の設問を

設けた。1 つ目は、精度管理の指標を評価する上

で、課題と感じていることについて回答を求めた。

2 つ目は、国の推奨するマニュアルに、どこまで

準ずるべきかについて回答者の意見を求めた。 

 

3．統計分析 

 各調査項目について、回答者数および割合を算

出し、記述的に集計した。啓発動画に対する主観

的評価は、5 件法の回答を 1 点から 5 点に数値化

し、各項目の平均点を算出した。精度管理に関す

る調査では、楽天インサイト登録パネルによる回

答と機縁法による回答を分けて集計した。また、

プロセス指標の把握状況については、2023 年 12

月に研究班で実施した調査結果と比較した。自由

回答は、記述内容を確認したうえで、主要な意見

や課題を整理し、内容に基づいて分類した。 

 

Ｃ. 結果 

1）動画コンテンツとホームページ 

コンテンツの作成と動画作成 

① がん検診導入に際してマニュアルに基づき実

施する必要性を訴えた導入動画（動画Ａ） 

② 「職域におけるがん検診に関するマニュアル」

完全版の作成 （動画Ｂ） 

③ 「マニュアル」の普及版（動画Ｃ） 

④ 各指針に基づくがん検診の対象年齢、検査方

法、診断医の要件、判定結果、その後の対応

に関する完全動画 

⑤ 精検受診勧奨の留意点の動画 

健保組合が精検受診勧奨する場合の注意動画

（動画Ｅ） 

⑥ 会社で精検受診勧奨する場合の留意点（動画

Ｆ） 

⑦ 社員用の啓発動画 

⑧ 精度管理に関する説明動画 

ならびにそれらを補完する ＨＰホームページの

作成を行った。 

 

https://seika2.med.u-tokai.ac.jp/index.html 

これらの動画を掲載したＨＰの URL を以下のル

ートで配信を行った。 

１）がん対策企業推進アクションのパートナー企

業に５０００社に対して 

２）全国労働者連合会加盟団体を通じて、受託企

業、健保に対して 

３）保険者機能推進する会の参加健保に対して 

４）健診代行機関を通じて、取引のある会社、健

診機関、健保組合 

５）これまで研修会を実施し、参加健保に対して 

 

この認知度に関する評価については、別途方法論

を含めて研究協力者である酒井洸典から報告する。 
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2）職域版検診機関用のチェックリスト（齊藤） 

1．CL 作成対象がん種 CL 作成が可能と考えられ

たがん種および検診手法は以下のとおりである。 

・胃がん：バリウム検査、上部消化管内視鏡検査 

・肺がん※1：胸部 X 線単純撮影  

・大腸がん：便潜血検査 

・子宮頸がん※2：子宮頸部擦過細胞診単独法  

・乳がん：マンモグラフィー単独法 

※1 肺がん検診の検査手法については、研究開始

当初の R5 年度時点では、職域マニュアルおよび

指針のいずれにおいても「胸部 X 線単純撮影＋喀

痰細胞診」とされていたため、当初はこれを CL

作成対象とした。その後、R7年度に指針から喀痰

細胞診の記載が削除されたことを踏まえ、本研究

でも「胸部 X 線単純撮影」に改編した。  

※2 子宮頸がん検診では、子宮頸部擦過細胞診単

独法に加え、HPV 検査単独法が R5年度から指針に

記載された。しかし、HPV 検査単独法はモデル事

業的に開始されたものであり、今後大幅な変更の

可能性もあったため、本検討における CL 作成対

象からは除外した。 

 

2-1．CL 案作成可能性の検討： 住民検診向けの体

制を前提とした表現や、職域に適用するには意図

が通じにくい表現を調整することにより、「職域

検診用 がん検診実施機関に求める精度管理チェ

ックリスト」案の作成が可能であった。 

 

2-2．職域のがん検診実施機関における精度管理

アンケート調査結果：回答は、3,834 施設中 762

施設（19.9％）から得られた。 

（1）がん検診の実施体制  

・大腸がん検診提供機関 722 機関中、便潜血検査

を実施している機関は 718 機関（99.6％）であり、

指針外かつ職域マニュアル記載外の大腸内視鏡検

査を実施している機関は 154 機関（22.7％）であ

った。 

・乳がん検診提供機関 497 機関中、マンモグラフ

ィーを実施している機関は 449 機関（90.3％）で

あり、指針外かつ職域マニュアル記載外の視触診

は 191 機関（38.4％）、超音波検査は 402 機関

（80.9％）で実施されていた。  

・子宮頸がん検診提供機関 417 機関中、医師採取

による子宮頸部細胞診を実施している機関は 417

機関（97.2％）であり、指針外かつ職域マニュア

ル記載外の自己採取細胞診は 33 機関（7.7％）、

医師採取HPV検査は210機関（49.0％）、自己採取

HPV 検査は 10 機関（2.3％）で実施されていた。 

以下、指針および職域マニュアルに基づく妥当な

検診方法を実施している機関を対象に集計した。  

・適切な対象年齢の者に検診を提供している機関

の割合は、大腸がん検診 15.9％、乳がん検診

30.1％、子宮頸がん検診 19.4％であった。  

・がん種ごとの適切な検診間隔で検診を提供して

いる機関の割合は、大腸がん検診64.7％、乳がん

検診 27.4％、子宮頸がん検診 18.5％であった。 

（2）受診者への説明 

・「すべての受診者」に説明している機関は、大

腸がん検診 52.4％、子宮頸がん検診 57.7％、乳

がん検診 55.4％であった。 

（3）システムとしての精度管理  

・プロセス指標の算出について、大腸がん検診で

は、要精検率、精検受診率を把握している機関の

割合、および一切算出していない機関の割合が、

それぞれ36.0％、25.6％、62.2％であった。これ

に対し、乳がん検診では50.3％、37.2％、47.4％、

子宮頸がん検診では51.3％、36.5％、46.5％であ

り、大腸がん検診では他の 2 がん種に比べ把握状

況が不良であった。 ・プロセス指標を用いた事

業評価や改善の実施については、大腸がん検診で

は14.3％の機関が積極的に実施、70.2％が可能な

範囲で実施と回答した。これに対し、乳がん検診

では 20.3％、66.5％、子宮頸がん検診では

16.6％、70.0％であり、何らかの努力を行う姿勢
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については、3 がん種で大きな差はみられなかっ

た。 

 

3．汎用化のための CL 提示  

上記結果を踏まえ、5 がんに対して検診実施機関

が自らセルフチェックできる形式となるよう文言

を整備し、CL を提示した。 

 

3）労働者向け指針に基づくがん検診の普及に向

けた動画教材の開発と検証（酒井） 

1．対象者の基本属性 

対象者の属性を表１に示す。対象者の平均年

齢は48.9歳であり、年齢階級では50–60歳が647

名（53.9％）と最も多かった。未婚者は521名

（43.4％）であった。教育歴では、大学卒業が

502名（41.8％）と最も多く、大学卒業以上の者

は584名（48.7％）であった。世帯収入は400万

円以下が310名（25.8％）と最も多かった。 

動画視聴前のがん検診に関する選好では、指

針に基づくがん検診を希望した者が565名

（47.1％）で最も多かった。一方、指針とは異

なるがん検診を受けたい旨の回答をした者は383

名（31.9％）であった。 

表1.回答者の属性 
  全員 動画 A群 動画 B群 動画 C群 

   人(%) 人(%) 人(%) 人(%) 

合計 1200(100) 400(100) 400(100) 400(100) 

年齢     
 平均（標準偏差） 48.9(7.4) 49.1(7.5) 48.3(7.8) 49.2(7.3) 
 30 歳代 162(13.5) 48(12.0) 65(16.2) 49(12.2) 
 40 歳代 391(32.6) 131(32.8) 133(33.2) 127(31.8) 
 50 歳以上 647(53.9) 221(55.2) 202(50.5) 224(56.0) 

教育歴     
 大卒以上 593(49.4) 189(47.3) 197(49.3) 207(51.8) 

世帯収入（万円）     
 400 未満 310(25.8) 115(28.7) 99(24.8) 96(24.0) 
 400 以上 600 未満 270(22.5) 90(22.5) 100(25.0) 80(20.0) 
 600 以上 800 未満 240(20.0) 80(20.0) 71(17.8) 89(22.2) 
 800 以上 1000 未満 163(13.6) 48(12.0) 58(14.5) 57(14.2) 
 1000 以上 1200 未満 98(8.2) 24(6.0) 32(8.0) 42(10.5) 
 1200 以上 1500 未満 70(5.8) 27(6.8) 26(6.5) 17(4.2) 
 1500 以上 49(4.1) 16(4.0) 14(3.5) 19(4.8) 

がん検診の選好     
 指針に基づく 565(47.1) 177(44.2) 183(45.8) 205(51.2) 
 指針に基づかない 383(31.9) 135(33.8) 136(34.0) 112(28.0) 
 受けたくない 67(5.6) 18(4.5) 25(6.2) 24(6.0) 

 わからない 185(15.4) 70(17.5) 56(14.0) 59(14.8) 

 

2．指針に基づくがん検診への選好 

主要評価項目である、動画視聴後に指針に基

づくがん検診を選好したかについて、多変量ロ

ジスティック回帰分析を行った。説明型の動画A

を基準とした場合、乳がん検診に関する事例提

示型の動画Bの調整オッズ比は0.89（95％信頼区

間：0.59–1.32）、腫瘍マーカー検査に関する事

例提示型の動画Cの調整オッズ比は0.98（95％信

頼区間：0.65–1.46）であった(表2)。 

表 2.主要評価項目の結果 

   調整オッズ比* 95％信頼区間 

動画     

 A 1.00     

 B 0.89  0.59 – 1.32 

 C 0.98  0.65 – 1.46 

*性別、年齢、教育歴、視聴前のがん検診の選好

で調整 

 

3．動画教材に対する主観的評価 

動画教材に対する7項目の主観的評価を、動画

群および性別ごとに比較した。動画Bについては、

性別による評価の違いが認められた。動画Bは30

歳代女性の乳がん検診に関する事例を扱った教

材であり、「この動画は私に関係がある」とい

う関連性の評価は、女性で3.54（95％信頼区

間：3.40–3.69）に対して、男性で2.55（95％信

頼区間：2.39–2.71）と低い結果であった。また、

「この動画を見たら、指針に基づくがん検診を

受けたいと思う」という項目も、女性で3.66

（95％信頼区間：3.53–3.79）に対して男性で

3.28（95％信頼区間：3.14–3.42）と低い評価で

あった。 
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図1. 動画教材に対する主観的評価 

 

4．全員を対象とした視聴前後の選好比較 

全対象集団の前後比較として動画視聴前後に

おけるがん検診に関する選好の変化を検討した。

その結果、動画視聴前後で、指針に基づくがん

検診への選好には統計学的に有意な変化が認め

られた（McNemar検定、p＝0.04）。 

動画視聴前に指針とは異なるがん検診を受け

たい旨の回答をしていた383名のうち、91名

（23.8％）は、動画視聴後に「指針に基づいて

がん検診を受けたい」へと選好が変化した。一

方で、283名は指針に基づかないがん検診への選

好を維持していた。動画視聴後に指針に基づく

方向とは逆に変化した者も57名認められた。 

 

5．選好が変化した対象者の特徴 

動画視聴前に指針に基づかないがん検診を希

望していた者について、視聴後に指針に基づく

がん検診への選好に変化した者を「有効群」、

選好が変化しなかった者を「不変群」、指針に

基づくがん検診への選好から指針に基づかない

がん検診への選好に変化した者を「逆効果群」

として比較した（表3）。 

有効群は91名、不変群は283名、逆効果群は57

名であった。年齢、性別、教育歴、世帯収入に

ついては、3群間で統計学的に有意な差は認めら

れなかった。一方、過去2年間に毎年大腸がん検

診を受けていた者の割合は、有効群で57.1％、

不変群で52.7％、逆効果群で43.9％であり、3群

間で有意差が認められた（p＝0.04）。また、総

回答時間の中央値は、有効群459秒、不変群464

秒、逆効果群436秒であり、統計学的有意差はな

かったものの、逆効果群では回答時間がやや短

い傾向を認めた。 

表 3. 有効群、不変群、逆効果群の特徴 
  有効群 不変群 逆効果群   

   人(%) 人(%) 人(%) p 値 

人数 91(100) 283(100) 57(100)  

年齢     
 平均（標準偏差） 50.0(7.1) 48.5(7.6) 48.8(7.8) 0.26 
 30 歳代 8(8.8) 43(15.2) 7(12.3) 0.61 
 40 歳代 31(34.1) 85(30.0) 17(29.8)  

 50 歳以上 52(57.1) 155(54.8) 33(57.9)  

性別     
 女性 49(53.8) 138(48.8) 29(50.9) 0.7 

教育歴     
 大卒以上 48(52.7) 152(53.7) 23(40.4) 0.18 

世帯収入（万円）    0.93 
 400 未満 22(24.2) 66(23.3) 16(28.1)  

 400 以上 600 未満 17(18.7) 56(19.8) 12(21.1)  

 600 以上 800 未満 23(25.3) 52(18.4) 12(21.1)  

 800 以上 1000 未満 13(14.3) 43(15.2) 6(10.5)  

 1000 以上 1200 未満 6(6.6) 29(10.2) 5(8.8)  

 1200 以上 1500 未満 7(7.7) 19(6.7) 4(7.0)  

 1500 以上 3(3.3) 18(6.4) 2(3.5)  

大腸がん検診    0.04 
 過去 2 年毎年 52(57.1) 149(52.7) 25(43.9)  

 過去 2 年 1 回 12(13.2) 15(5.3) 4(7.0)  

 過去 2 年以前あり 4(4.4) 38(13.4) 11(19.3)  

 なし 23(25.3) 76(26.9) 16(28.1)  

 わからない 0(0.0) 5(1.8) 1(1.8)  

総回答時間    0.22 
 25％値 366 383 356  

 中央値 459 464 436  

 75％値 603 600 522   

 
4）健康保険組合と働く人に対するアンケート調

査（須賀） 
2023 年度「職域におけるがん検診に関するア

ンケート調査」の結果から、がん検診は「健康保

険組合が主導し、事業所と共同で実施」するか

17



 
 

「健康保険組合が単独で実施」するところが大多

数で、がん検診の種類や方法は「他団体のがん検

診の内容を参照」するか「委託先の健診機関から

提案」されたものから決定するところが多かった。

5 大がん（胃がん、肺がん、大腸がん、乳がん、

子宮頚がん）はほとんどが実施していたが、マニ

ュアルに定められたよりも低年齢を対象とすると

ころが多かった。 
2023 年度「働く人を対象としたがん検診に関

するアンケート調査」の結果から、がん検診の案

内を受け取ったのは市町村が最も多く、健康保険

組合と企業から受け取った者がそれぞれ 1 割未満、

どこからも届いていないと答えた者が概ね 5 割で

あった。がん検診を受けない理由は費用が掛かる、

次いでがん検診の案内が来なかった、面倒くさい

であった。がん検診に欲しいサービスは検査費用

を補助してもらえる、次いで土日祝日に受けられ

る、勤務時間内に受けられる、定期健康診断と同

時に受けられるであった。 
2024 年度「働く人の健康意識に関するアンケ

ート調査」第 1 弾の結果から、がん検診の受診意

図は回答者の 47％にみとめられ、過去に経験が

あるかどうかが極めて強く影響した。多重ロジス

ティック回帰分析において過去の経験と基本属性

を調整しても有意な関係を認めたのは、計画的行

動理論に基づく主観的規範、行動コントロール感、

因果律志向性の「自律志向性」、人生観の「細く

長く」、価値観の「健康」、将来目標の「内発的目

標」であった。 
2025 年度「働く人の健康意識に関するアンケ

ート調査」第 2 弾の結果から、40-64 歳男女・25-
39 歳女性はマニュアル上の対象であるにも関わ

らず、49%ががん検診の案内状を受け取っていな

いと回答し、34%が受診対象と認識していなかっ

た。一方、25-39 歳男性はいずれのがん検診も推

奨されていないが、36%が受診対象と認識し、

14%は受診経験があった。多重ロジスティック回

帰分析において、検診情報を見聞きしたことがあ

る者のほうが態度、主観的規範、コントロール感

が良好であり、受診意図が高かった。 
 
5）産業医経験の有無が、がん検診についての

「情報認知」および「認識」に及ぼす影響につい

ての調査（齊藤） 
                   

 
 

【職域マニュアルの認知と活用の有無】          

職域マニュアルの存在を少なくとも認知している

者が、経験あり群では 89.1%、経験なし群では

19.9%で、経験あり群で有意に高率であった

（p<0.001）。さらに活用もしていると回答した者

も経験あり群で多かった。    

 

 

【「有効性評価に基づくがん検診ガイドライン」

の認知と活用】        

 

がん検診ガイドラインの認知あり（少なくとも知

っている）は、経験あり群 91.2%、経験なし群

0

41.5

19.9

47.6

80.1

10.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経験なし…

経験あり…

【職域がん検診マニュアル】

知っていて活⽤している 知っているが活⽤はしていない 知らない

【属 性】         
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42.4%であり、経験あり群で有意に高率であった

（p<0.001）。 

 

 

【国が推奨する検診部位及び手法の認知度】                

国が科学的根拠に基づき推奨する検診部位及び手

法（胃がん：胃部 X 線又は胃部内視鏡、肺がん：

胸部 X 線、子宮頸がん：子宮頸部細胞診〔医師採

取〕、乳がん：マンモグラフィ、大腸がん：便潜

血）を認識していると回答した者は95.9％、未経

験者では63.3％であり、認知度に有意差があった

（p<0.001）。 

 

 

【国が推奨しないがん検診の職域での実施に対す

る認識】                  

企業や健康保険組合によって職域に関連して提供

されるがん検診において、国が推奨していない検

診を実施することについては、産業医経験あり群

のうち 66.7％が「実施しても良い」と回答し、産

業医経験なし群でも同様に容認的回答が多く、2

群間に有意差はなかった。 

 

 

【国の推奨状況の認識と職域での実施に対する認

識の関連性】                

産業医経験の有無を問わず、国が推奨するがん検

診と推奨していないがん検診（指針外検診）があ

ることへの認知の有無によって、職域で国から推

奨されないがん検診を実施することに対する認識

を比較したところ、推奨があることを知っている

群では 20.1%、知らない群では 22.1%が、国が推

奨しないがん検診について「実施されるべきでは

ない」と回答し、両群間に有意差は認められなか

った。 

 

 

 

【「あるがん検診の手法が有効かどうか」を評価

するために適切である指標の認知度】      

あるがん検診の手法が有効かどうか」を評価する

適切な指標として、死亡率のみを選択できた者は、

経験あり群9/147例（6.1%）、経験なし群6/196例

（3.1%）であり、両群間に有意差は認められなか

った。                

4.3

44.9

37

46.3

58.7

8.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経験なし…

経験あり…

【がん検診ガイドライン】

知っていて活⽤している 知っているが活⽤はしていない 知らない

63.9

95.9

36.1

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経験なし

(n=196)

経験あり

(n=147)

【国が推奨する検診部位及び⼿法の認知度】

知っている 知らない

18.7

21.1

65.7

66.7

15.7

12.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経験なし…

経験あり…

【国が推奨しないがん検診の職域での実施

に対す る認識】

実施されるべきでない 実施されてもよい わからない

【国の推奨の認知と指針外検診への態
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【がん検診の不利益を評価する項目の認知度】                

がん検診の不利益について全ての項目を適切に選

択できた者は、産業医経験あり群で 4 割程度に留

まっていたが、産業医経験なし群ではさらに低値

で、産業医経験群の方が有意に高かった（(p < 

0.001)。 

 

【職域におけるがん検診についての国の検討に関

する認知及び意見】             

国において「職域がん検診とその精度管理を企業

の健康管理業務や健康保険組合の保険事業として

位置付ける」検討が進められていることを「知っ

ていた」と回答した者は 147 名中 57 名

（38.3％）であった。 

  

 (n=147) 

 

これらの者のうち、検討内容として「一部に産業

医を関与させる議論がされている」を認識してい

た者は 68.4％であった。 

 

(n=57) 

また、「このような職域がん検診に関する情報を

得たいか」との問いでは、92.5％が情報を得た

いと回答した。 

 

(n=147) 

 

3.1

6.1

96.9

93.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経験なし…

経験あり…

【「あるがん検診の⼿法が有効かどう

か」を評価するために 適切である指

標の認知度】

死亡率のみを選択できた 死亡率以外も選択していた

17.9

41.5

82.1

58.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経験なし…

経験あり…

【がん検診の不利益を評価する項⽬の認

知度】

全項⽬を選択できた 選択していない項⽬があった
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6）職域がん検診に労働者の意識実態調査（森、五

十嵐） 

1．職域がん検診の実態調査 

インタビュー調査では、多くの組織が受診者の

ニーズに応える形でがん検診を実施していること

が明らかとなり、結果的にマニュアル通りの運用

が困難である実態が明らかとなった。 

2．労働者調査 

性別、年代、事業所規模、学歴別の受診意向結

果を図１に示す。設問１（がんリスク評価検査）

においては、男性が 67.5%、女性が 64.4%の割合

で受診意向を示した。年齢別では、18～29 歳で

59.9%、30 歳代で 62.5%、40 歳代で 65.3%、50 歳

代で 66.9%、60 歳代で 72.7%、70 歳代で 80.8%と

なり、年齢の上昇とともに受診意向が上昇する傾

向が確認された。従業員規模別では、1～49 人で

64.8%、50～999 人で 67.7%、1000 人以上で 66.7%

であった。学歴別では、中学卒業で 48.6%、高校

卒業で 61.8%、専門学校卒業で 62.3%、短大・高

専卒業で 66.9%、大学卒業で 68.7%、大学院修了

で 72.0%と、学歴が上がるほど受診意向が高まる

結果となった。 

設問２（乳がん検診）では、男性は 60.5%、女

性は 54.4%の割合で受診意向を示した。年齢別で

は、18～29歳で 53.5%、30歳代で 54.2%、40歳代

で 56.1%、50 歳代で 58.2%、60 歳代で 64.2%、70

歳代で 71.2%であり、こちらも年齢が上がるにつ

れて受診意向が上昇する傾向があった。従業員規

模別では、1～49 人で 56.0%、50～999 人で 59.5%、

1000 人以上で 60.1%であった。学歴別では、中学

卒業が 41.6%、高校卒業が 54.6%、専門学校卒業

が 53.5%、短大・高専卒業が 56.9%、大学卒業が

60.4%、大学院修了が 63.0%であった。 

設問３（前立腺がん検診）においては、男性が

60.0%、女性が 53.2%の受診意向を示した。年齢別

では、18～29歳で 53.5%、30歳代で 53.1%、40歳

代で 55.6%、50 歳代で 57.3%、60 歳代で 62.6%、

70 歳代で 69.5%であり、年齢の上昇に伴い受診意

向が増加する傾向があった。従業員規模別では、

1～49人で 55.0%、50～999人で 58.6%、1000人以

上で 59.8%であった。学歴別では、中学卒業が

42.3%、高校卒業が 53.0%、専門学校卒業が 53.2%、

短大・高専卒業が 55.8%、大学卒業が 59.7%、大

学院修了が 62.2%であった。 

設問４（精密検査）では、男性が 66.4%、女性

が 63.6%の受診意向を示した。年齢別では、18～

29 歳で 58.5%、30 歳代で 60.4%、40 歳代で 63.9%、

50 歳代で 66.3%、60 歳代で 72.8%、70 歳代で

78.9%であり、特に高齢層で受診意向が顕著に高

まっていた。従業員規模別では、1～49 人で

63.8%、50～999 人で 66.5%、1000 人以上で 65.9%

であった。学歴別では、中学卒業が 47.6%、高校

卒業が 61.1%、専門学校卒業が 61.1%、短大・高

専卒業が 64.8%、大学卒業が 67.6%、大学院修了

が 72.3%と、学歴の向上に伴い受診意向が上昇す

る傾向が明確であった。なお、全設問において、

女性の受診意向は男性に比べやや低い結果となっ

た。 

図２に受診意向と関連要因の結果を示す。解析

対象者 27,904 人の平均年齢は 46.6 歳（標準偏差

13.6）、性別は男性 54.9%であった。各設問に対

する受診意向ありは、①がんリスク検査 66.1%、

②乳がん検診 57.8%、③前立腺がん検診 56.9%、

④大腸がん検診 65.1%であった。多変量解析の結

果、高年齢(40歳以上)、高学歴、既婚、大きい企

業規模、高い年収では、4 種すべての検診に対し

て受診意向ありと正の関連を示した。性別は②③

と正の関連を示した。また、喫煙歴なし、飲酒習

慣少ない/なし、運動習慣ありといった良好な生

活習慣要因も、4 種すべての検診に対して受診意

向ありと正の関連を示した。 

3．研修プログラム改善 

 研修プログラム改善として、これらの結果を踏

まえ、職域がん検診に関する研修プログラムの内
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容を見直し、リスクコミュニケーションやマニュ

アル外検査への対応に関する内容を強化した。 

 

7）職域がん検診マニュアルに基づいたモデル研

修プログラムの開発（森、五十嵐） 

C．結果 
インタビュー調査の結果、職域がん検診の内容

や方針の決定は、健康保険組合の保健事業担当者、

事業場の衛生管理担当者、健診機関の渉外担当者

など、医療職以外の担当者が中心となって行われ

ている場合が少なくないことが明らかとなった。

また、組織の方針や企業文化、業務上の制約など、

立場ごとに異なる抵抗要因が存在することが示唆

された。 
令和 6 年度に実施したモデル研修では、産業医

研修、衛生管理者向け研修、健康保険組合担当者

向け研修、健診機関営業担当者向け研修を実施し

た。受講後アンケートでは、理解度や有用性に関

する質問項目について、9 割以上の参加者が「そ

う思う」または「少し思う」と回答した。 

令和 7 年度に開催したウェビナーには 304 名が

参加し、理解度に関する質問では 95％の参加者

が「理解が深まった」と回答した。また、オンデ

マンド配信による受講者は 419 名であった。自由

記載では、以下のような意見が寄せられた。 
・検査内容の見直しを検討したいと思った 
・最近よく見られるがん検診について理解が深ま

った 
・簡便な検査が注目される一方で、偽陽性や偽陰

性などの問題を十分説明する必要性を認識した 
・職域ではあまり関わりのなかった分野であるが、

今後の重要性が理解できた 
・職場におけるがん検診の基本的な考え方を整理

できた。 
 
8）職域保険者におけるがん検診の精度管理指標

算出システムの実装に関する研究（小川） 

（１）レセプトを用いたがん検診精度管理指標の

健保組合への実装化の現状と課題 
 本研究で利用した「保険者向けがん検診精度管

理システム」は、先行研究で開発したレセプトを

用いたがん検診精度管理指標算出ロジックを活用

し、厚生労働省・高齢者医療運営円滑化等補助金

の「健保組合におけるがん検診精度管理算出の実

用化システムを活用した精密検査受診勧奨介入事

業」において構築したシステムで、本研究ではこ

のシステムを活用した実装化について検討した。 
 試用版システムは、図表１に示したように、分

析対象のがん検診判定結果と適用データをシステ

ムに投入し、さらに支払基金から送られてきた電

算レセプトフォルダのうち、少なくとも分析対象

のがん検診受診の 12 月前から 6 カ月後までを指

定し実行することで、図表２に示したように、が

ん検診精度管理指標が一覧として出力されるとい

うものである。 
 図表１ 保険者向けがん検診精度管理システム

（仮称）入力画面 

  図表２ 保険者向けがん検診精度管理システム

（仮称）出力結果の例 
 試用版システムは、上述した共同事業に参加し
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た健保組合のうち約 20 組合で稼働可能であるこ

とを確認した。また、本研究においては、試用版

システムの利用拡大を目的として、「保険者機能

を推進する会・健診研究会」に協力いただき、研

究会の参加健保に対して説明会を開催し、新たな

利用組合の獲得を目指した。2024 年度時点で、8
組合前後での新規運用に向けた検討が確認されて

いる。 
 2025 年度には、本システムの利用拡大を目的

として、「保険者機能を推進する会・健診研究会」

に協力いただき、研究会の参加健保と保険者機能

を推進する会主催の「保険者フェスタ（2025 年

11 月開催）においてシステムの概要説明と活用

例を紹介し、より幅広く試用の促進を試みた。 
 その結果として、2026年 1月時点で、利用希望

を含め 38 組合が本システムを試用中あるいは使

用に向けた準備中であった。38 組合のうち本シ

ステム試用版を受領し、実際に稼働させた健保組

合は 26 組合で、精度管理指標の試算を実施した

健保組合は 19 組合、また本システムを活用して

精検受診勧奨を実施した健保組合は 7 組合存在す

ることが明らかになった（図表１）。 

図表１ 保険者がん検診精度管理システム試用健

保組合数（2026 年 1 月時点） 

  
 精度管理指標の算出が可能であった 19 組合の

うち、精度管理指標の提供が可能であった組合か

ら受領した大腸がん検診及び乳がん検診の精検受

診率を比較したところ、組合間で大きな差がある

ことと、地域がん検診に比べて精検受診率が低い

健保組合が多いことが示唆された（図表２）。 

図表２ 職域における精検受診率比較（乳がん及

び大腸がん検診） 

  また、本システムを用いた精検受診勧奨を実

施した健保組合のうち、精検受診勧奨の効果につ

いて検討した健保組合からの報告によると、対象

の胃がん X 線、肺がん、大腸がん、乳がん、子宮

頸がんの全てのがん種で受診勧奨により精検受診

率の向上が見られ、うち最も受診勧奨の効果が大

きいと推計されたのは大腸がん検診で、精検受診

率は勧奨前の 27.5％から勧奨後は 37.9％に上昇し

たと推計され、本システムを用いた受診勧奨の効

果が見られた結果となった（図表３）。 

図表３ 職域保険者における精検受診勧奨の効果 

  
 また、本システムの活用の一環として、がん治

療と就労との関連について分析を実施した。詳細

は、「不利益の最小化と利益の最大化が期待でき

る体制の構築を目指したがん検診の精度管理に関

する研究」研究班令和 8 年度報告書を参照された

い。 
 
（２）実装化への課題解決と普及に向けた取り組

み 
 本研究で取りまとめた試用版システムの課題に

ついて、その解決と職域におけるがん検診精度管

理の社会実装化に向けた現時点での取り組みは以

下のとおりである。 
1)がん検診判定結果の入手 
 がん検診判定結果が未入手の健保組合において
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は、検診機関あるいは代行機関に対してがん検診

判定結果の提供を打診する必要がある。その際に、

一部の代行機関や検診機関では判定結果の提供を

承諾しないケースも見られており、地道な交渉が

必要であることが明らかになった。あるいは、厚

労省などより職域がん検診の精度管理には判定結

果の健保組合への提供が必須との通達が必要と考

えられる。 
 がん検診判定結果の提供が実施されているケー

スの一部では、判定結果としてコード化された結

果ではなく所見が提供されていることが見受けら

れた。試用版システムにおいては、コード化され

た判定結果が必要であるため、所見ではなくコー

ド化された判定結果の入手について、今後も健診

機関や代行機関と健保組合との間で交渉と授受に

向けた契約などの取り組みが必要である。なお、

一部の代行機関からの判定結果の提供が始まって

いるとの報告があり、課題解決に向けて動きつつ

あることを確認した。 
 一方で、検診機関や代行機関からがん検診判定

結果の提供がなされない理由として、がん検診の

結果を本人以外が入手しない方針の企業や健保組

合が存在することも考えられる。これは、福利厚

生制度としてのがん検診の提供に基づき、がん検

診の結果の活用については、検診受診者本人の判

断に委ねられるという考え方に基づいていると思

われるが、がん検診によるがんの早期発見・早期

治療を実現し、がん患者の両立支援の早期実現の

ために、がん検診の判定結果を用いた精度管理と

受診勧奨が重要である。したがって、事業主や健

保組合に向けて、いま一歩がん検診の精度管理の

重要性について啓発活動が重要と考えられる。 
 検診機関や代行機関からのがん検診判定結果の

入手において、データ授受のプラットフォームが

存在しないことも、がん検診判定結果の入手が困

難となっている理由の一つであることが明らかに

なった。特定健診のように決められたフォーマッ

トの XML データでの授受の枠組みは、がん検診

については現時点では整備されておらず、それぞ

れの健保組合と検診機関、代行機関が独自の方法

でデータの授受を行なっている。その多くが csv
データでのやり取りと思われるが、今後の社会実

装化に向けて、データ授受のプラットフォームの

構築が必要と考えられる。 
 
2)がん検診判定結果の統一化 
 検診機関や代行機関でのがん検診判定結果が多

様で統一されていない問題に対しては、試用版シ

ステムでは独自に判定結果の統一化を実施するこ

とにより対応している。具体的には、試用版シス

テムを利用する健保組合において、がん検診判定

を行った検診機関あるいは代行機関ごとに判定結

果一覧を入手・集約して、これらの情報を統合し

たマスターをシステム内で構築することで、統一

した判定への変換を実現した。このように、現時

点ではいわば手作業でがん検診判定マスターを作

成する必要があるが、試用版システムの本格的な

普及と社会実装化に向けて、この点は改善の必要

がある。すなわち、よりシステマティックにがん

検診判定一覧の入手とシステムへの組み込みを実

現するために、検診機関・代行機関との枠組みの

整備が必要と考えられる。さらに、特定健康診査

のような法律に基づいた枠組みを作ることで、実

装化がより一層進展すると考えられ、そのために

厚労省や学会などへの働きかけが必要である。 
 
3)ロジックの精緻化 
 がん患者推定及びがん精密検査受診推定のロジ

ックは、先行研究により妥当性の検討も実施され

ており、一定程度以上の精度での推定が可能と考

えられる。しかしながら、試用版システムの利用

において、いわゆる抽出漏れやエラーが報告され

ており、都度これらの課題を改善することで、ロ

ジックの精緻化を実現してきた。さらに、がん精
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密検査受診推定のロジックについては、厚労科

研・研究班「不利益の最小化と利益の最大化が期

待できる体制の構築を目指したがん検診の精度管

理に関する研究」において精緻化が検討されてお

り、今後ロジックの刷新を行う予定である。 
 
4)事業化など試用版システムの普及に向けた検討 
 試用版システムの継続的な提供には、試用版シ

ステムに用いられているロジックの保守管理が必

須である。また、ロジックの刷新に伴い、稼働し

ているシステムの刷新も必要になることから、試

用版システムのメンテナンスの枠組みが必要であ

り、このメンテナンス機能を加味した「普及版」

システムの構築が必要と考えられる。2024 年度

時点で、事業者 3 社と試用版システムの実績をも

とに普及版システムの構築と事業化、さらに普及

版システムの継続した運用について検討中であり、

今後試用版システムから普及版システムへの切り

替えが期待される。 
 普及版システムの継続した稼働の枠組みとして

は、メンテナンス枠組みが必須である。具体的に

は、システム運用の中核となる事務局の設置とロ

ジックの刷新へのがん治療の専門家によるアドバ

イスの枠組み構築が必要と考えられる。この専門

家の参加による枠組みの構築と運用については、

今後の検討課題である。 
 レセプトを用いたがん検診精度管理の社会実装

化には、今後事業化と利用拡大を図る必要がある。

利用拡大については、健保組合向けとしては、各

種分析システムとがん検診精度管理システムとの

統合や、基幹システムへの統合・導入など、さま

ざまな方法が考えられる。今後、これらの可能性

について、事業者と検討する予定である。また、

協会けんぽや国保など、健保組合以外の各種保険

者の環境でもレセプトを用いたがん検診精度管理

システムの導入が可能であることが先行研究から

明らかになっていることから、健保組合以外の各

種保険者へのがん検診精度管理の実装化について

も、今後検討と交渉を行いたいと考えている。 
 
9）労働者のがん検診受診率の推移およびがん長

期生存率の職業格差（財津） 
【研究１】 
 大腸がん、肺がん、乳がんおよび子宮頸がん検

診においては、upper non-manual 職種と lower 
non-manual 職種においては 2023 年から 2024 年

にかけて受診率が上昇した（図 1）。一方、

manual 職種の受診率は、肺がん検診を除く全て

のがん検診において低下した（図 1）。 
 
図 1 各がん検診における職種別のがん検診受診

率（2023 年・2024 年） 

 
 
全労働者における各種がん検診受診率は、大腸

がん・肺がん・胃がん・乳がん・子宮頸がんにお

いて 2023 年調査から 2024 年調査では上昇した

（図 2）。一方で、前立腺がん検診の受診率は、3
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年間で 40.5%→41.5%→29.1%と低下した（図 2）。 
 

図 2 全労働者における各がん検診の受診率の推

移（2023 年・2024 年・2026 年） 

 
棒グラフ上の数値は受診率（％）を示す。 
 
【研究 2】 

10 年全生存率は 46.3%、がん特異的生存率は

52.4%であった（表3）。職業別にみると、manual
職の予後が最も不良であり、10 年全生存率は

36.4%、がん特異的生存率は 43.5%であった（表

4）。一方、upper non-manual 職ではそれぞれ

51.5%、56.9%であり、明確な格差が認められた。

この傾向は胃がん、肺がん、大腸がん、乳がんな

どの主要ながん種においても一貫してみられた

（表 4）。 
Poisson 回帰分析の結果、upper non-manual 職

を基準とした場合、全死亡リスクは lower non-
manual 職で 1.14 倍（95%CI 1.10‒1.18）、manual
職 で 1.38 倍 （95%CI 1.32‒1.43）、primary 
industry で 1.19 倍（95%CI 1.09‒1.31）と有意に

高かった（表5）。同様の傾向は、がん特異的死亡

においても認められた。がんステージおよび治療

を調整したモデルでは、これらの格差は減弱した

ものの、manual 職では依然として有意な差が残

存した（表 5）。 
 

 

 

表 4 最長職業別の背景特性およびアウトカム 

 
 
 
 
 
 

表 3 全体および主要ながん種における 10 年生存率 

がん種 ICD-10 
対象者 , 
n 

年齢 , 平均  
(SD) 

女

性, % 

10 年生存率, % (95% CI)* 

全生存率 
がん特異的生存

率 

全がん種 
C00–97, 
D06 

41,632 54 (8) 33.7 
46.3 (45.8 –
46.8) 

52.4 (51.9–52.9) 

がん種別       

胃がん C16 8,465 55 (8) 23.7 
50.2 (49.1 –
51.2) 

57.0 (56.0–58.1) 

肺がん C33, 34 5,752 56 (7) 22.1 
18.9 (17.9 –
19.9) 

21.9 (20.9–23.1) 

大腸がん C18–20 7,733 55 (8) 29.4 
56.9 (55.8 –
58.0) 

64.1 (63.0–65.1) 

乳がん C50 6,697 49 (8) 100.0 
78.2 (77.2 –
79.2) 

80.0 (79.0–80.9) 

* 生存率はカプランマイヤー法を用いて解析した。 
略語: ICD-10, 国際疾病分類第 10 版; CI, 信頼区間; SD, 標準偏差. 
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表 5 全死亡およびがん特異的死亡における死亡率比と 95%信頼

区間 

 
 
10）産業医・健康保険組合がん検診担当者を対象

とした「がん検診マニュアル」の普及啓発活動と

その評価（中澤） 
健保への研修会の開催 

1．城北地区方面会健保研修会（約 90 健保）（7

月 3 日）オンライン 

2．けんぽ共同研修会（8月 4 日）約 50 健保：オ

ンライン 

3．城内地区方面健保研修会（10月 23 日）（約

50 健保）対面 

4．横浜市健康経営ウエブセミナー（2 月 13 日）

約 121 健保 オンライン 

 

2）評価結果 
1．産業医については、現在産業医業務の実施歴、

嘱託、専属による属性等の背景によりマニュアル

の認知度が異なることから、本研修会では、研修

会の参加背景の影響因子が大きいことから別の分

担者が詳細に検討していることから本研究では効

果判定は実施しなかった。産業医の実務歴がない

医師についての認知率は 1％程度とほぼ認知され

ていなかった。 
 
2．健保担当者へのパイロット調査 
本調査を合計した集計値を表す。最終的に 113 名

（パイロット調査 94 名、本調査での同意 19 名）

を解析対象とした。参加者の基本属性を表 1 に示

す。マニュアルを認知していた者は 49 名

（43.4％）であった。マニュアル認知群において

は、精度管理についても認知している者が 69.4％
を占めていたのに対し、マニュアル非認知群では

精度管理を認知している者は 10.9％にとどまって

いた。 
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表１ 研究対象者一覧（113 名） 

 

マニュアル認知と精度管理認知の関係 

 
表 2-1, 表 2-2 には、マニュアル認知の有無と、ロ

ジスティック回帰モデルにおける健保担当者の考

えに関する記述統計を示す。2 項目の質問におい

て、マニュアル認知群と非認知群の間に有意な差

は認められなかった。なお、設問Q19については

複数回答が可能であったため、複数の選択肢を回

答した者が一部に認められた。 
 
表 2-1 マニュアル認知の有無と健康組合担当者の

考え(Q3)の関係 
 
Cochrane-Mantel-Haenszel 検定 
 

 
 
表 2－2 マニュアル認知の有無と健康組合担当

者の考え(Q18:多肢選択)の関係 
a)      カイ二乗検定 
b)      フィッシャーの正確検定 

 
 
がん検診に対する補助の状況とマニュアル認知

との関連を表 3 に示す。HPV 検査を除き、各種

がん検診の約 80～90％において何らかの補助

（全額または一部）が行われていた。内視鏡検査

（胃内視鏡、ファイバースコープ検査）について

は、マニュアル認知群の方が非認知群に比べて有

意に補助されている割合が高く、全額または一部

補助の合計割合は、認知群で 87％、非認知群で

70％であった。 
 

業種 非認知群 認知群 
人数 64 (56.6%) 49 (43.4%)
建設業 5 (7.8%) 2 (4.1%)
製造業 25 (39.1%) 21 (42.9%)
電気・ガス・熱供給・水道業 2 (3.1%) 0
情報通信業 5 (7.8%) 2 (4.1%)
運輸業・郵便業 4 (6.3%) 4 (8.2%)
卸売業・小売業 4 (6.3%) 11 (22.4%)
金融業・保険業 4 (6.3%) 1 (2.0%)
不動産業・物品賃貸業 3 (4.7%) 0
学術研究・専門・技術サービス 2 (3.1%) 2 (4.1%)
宿泊業・飲食サービス業 0 1 (2.0%)
生活関連サービス業・娯楽業 0 1 (2.0%)
教育・学習支援業 0 0
医療・福祉 4 (6.3%) 1 (2.0%)
複合サービス事業 2 (3.1%) 1 (2.0%)

マニュアル

精度管理 非認知群 認知群 
認知していない 57 (89.1%) 15 (30.6%)

認知している 7 (10.9%) 34 (69.4%)

P<0.001

マニュアル

Q3 非認知 認知
1補助する検査は、医学的知識に基づ
き必要な項目に限る

53 (83%) 21 (94%)
2なるべくサービスとして多くの項目
を補助すべきである

10 (16%) 14 (4%)
3自治体のがん検診でがん検診を受け
て、がん検診を補助することは必要な
い

1 (1.6%) 14 (2%)

マニュアル

非認知 認知 p

思わない 21 (32.8%) 15 (30.6%) 0.81 a)

思う 43 (67.2%) 34 (69.4%)

難しくない 44 (68.8%) 38 (77.6%) 0.30 b)

難しい 20 (31.3%) 11 (22.4%)

実施すべきでない 59 (92.2%) 46 (93.9%) 0.27 b)

実施すべき 5 3

実施すべきでない 59 (92.2%) 47 (95.9%) 0.23b)

実施すべき 5 (7.8%) 2 (4.1%)

１指針通りのがん検診を実施しようと思う

２指針通りのがん検診を行うことは難しい

３指針で推奨されている検査よりも多い種類のがん検診を
実施すべき

４指針で推奨されている間隔よりも短い/長い間隔でがん
検診を実施するべき

マニュアル
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表３ がん検診に対する補助の状況とマニュアル

認知との関連 

 
表 4-1,表 4-2 には、講演もしくは動画およびホー

ムページに対する印象に関する記述統計を示す。

講義受講後および動画視聴後、それぞれ約 80％
および約 70％の参加者が、マニュアルに基づい

たがん検診を実施する意向があると回答した。 
 
表 4-1 講演に対する印象(Q18) 
Q18 今回の講演について、あなたが感じたこと:
この講演を見たら、指針に基づくがん検診を実施

しようと思う 

 

表４-2 動画およびホームページに対する印象

(Q21) 
(Q21)講演で紹介したホームページと動画について：こ

の動画を見たら、指針に基づくがん検診を実施しようと

思う 

 

 
11）職域におけるがん検診マニュアルの普及啓発

に関する研究班活動の総括調査（酒井） 

３つの調査について回答者の属性を表１に示

す。調査①は794人、調査②は500人、調査③は

楽天インサイト登録パネルで94人、機縁法によ

って42人から回答を得た。パネルでの回答者は

男性の割合が70％以上を占めた。年齢層は50歳

代が最も多い年齢構成であり、検診への最終的

な決裁権を持つ人が回答者の約半数を占めてい

た。 

 

 

 

 

 

 

 

項目 非認知群 認知群 p値
胃：バリウムX線 0.83
全額補助 34 (53.1%) 27 (55.1%)
一部補助 23 (35.9%) 17 (34.7%)
補助なし 7 (10.9%) 5 (10.2%)
胃：内視鏡検査 0.04※
　全額補助 12 (18.8%) 15 (30.6%)
　一部補助 33 (51.6%) 27 (55.1%)

　補助なし 19 (29.7%) 7 (14.3%)

肺：胸部X線・喀痰検査 0.37

　全額補助 32 (50.0%) 32 (65.3%)

　一部補助 25 (39.1%) 10 (20.4%)

　補助なし 7 (10.9%) 7 (14.3%)
大腸：便潜血検査 0.17
　全額補助 37 (57.8%) 36 (73.5%)
　一部補助 21 (32.8%) 9 (18.4%)
　補助なし 6（9.4％） 4 (8.2%)
大腸：大腸内視鏡検査 0.34
　全額補助 4（6.3%） 6 (12.2%)
　一部補助 21 (32.8%) 16 (32.7%)
　補助なし 39 (60.9%) 27 (55.1%)
子宮頸：細胞診 0.23
　全額補助 30 (46.9%) 28 (57.1%) -
　一部補助 29 (45.3%) 19 (38.8%) -
　補助なし 5 (7.8%) 2 (4.1%) -
子宮頸：HPV検査 0.11
　全額補助 13 (20.3%) 10 (20.4%) -
　一部補助 21 (32.8%) 4 (8.2%) -
　補助なし 30 (46.9%) 35 (71.4%) -
乳：マンモグラフィ 0.64
　全額補助 30 (46.9%) 27 (55.1%) -
　一部補助 32 (50.0%) 19 (38.8%) -
　補助なし 2 (3.1%) 3 (6.1%) -
乳：乳房超音波検査 0.99
　全額補助 29 (45.3%) 25 (51.0%)
　一部補助 32 (50.0%) 19 (38.8%)
　補助なし 3 (4.7%) 5 (10.2%)

マニュアル 非認知 認知
とてもそう思う 17 (26.6%) 19 (38.8%)
ややそう思う 34 (53.1%) 21 (42.9%)
どちらともいえない 13 (20.3%) 9 (18.4%)
あまりそう思わない 0(0%) 0(0%)
全くそう思わない 0(0%) 0(0%)

合計 64 49

マニュアルの認知

非認知 認知
とてもそう思う 13 (20.3%) 21 (42.9%)
ややそう思う 31 (48.4%) 14 (28.6%)
どちらともいえない 20 (31.3%) 14 (28.6%)
あまりそう思わない 0(0%) 0(0%)
全くそう思わない 0(0%) 0(0%)
合計 64 49

マニュアルの認知
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表 1. 回答者の属性         
  調査① 調査② 
  パネル パネル 

    人 ％ 人 ％ 

合計  794 100.0  500 100.0  

性別 女性 232 29.2  108 21.6  

年齢 平均 47.7  51.1  

 20 歳代 60 7.6  15 3.0  
 30 歳代 135 17.0  62 12.4  
 40 歳代 220 27.7  116 23.2  
 50 歳代 257 32.4  202 40.4  
 60 歳代 122 15.4  105 21.0  

役割 最終的な決裁権をもつ 429 54.0  244 48.8  
 決裁に提案をする 365 46.0  256 51.2  

職場 企業・事業所 704 88.7  428 85.6  

 健康保険組合・ 

共済組合・協会けんぽ 
0 0.0  72 14.4  

  健診機関や医療施設 90 11.3  0 0.0  

        

  調査③ 
  パネル 機縁法 

    人 ％ 人 ％ 

合計  94 100.0  42 100.0  

性別 女性 25 26.6  24 57.1  

年齢 平均 44.6  -  

 20 歳代 12 12.8  0 0.0  
 30 歳代 20 21.3  0 0.0  
 40 歳代 27 28.7  10 23.8  
 50 歳代 27 28.7  16 38.1  
 60 歳代 8 8.5  16 38.1  

役割 最終的な決裁権をもつ 40 42.6  16 38.1  
 決裁に提案をする 54 57.4  26 61.9  

職場 企業・事業所 0 0.0  0 0.0  

 健康保険組合・ 

共済組合・協会けんぽ 
94 100.0  42 100.0  

  健診機関や医療施設 0 0.0  0 0.0  

 

2．各調査の回答 

①ウェブサイトの認知についての調査 

ウェブサイトの認知度について図2に示す。

「はたらく人のがん検診ガイド」を知っていて

アクセスしたことがある人は、377人（47.5％）

であった。職域で利用される代表的なウェブサ

イトの中では、最も多く認知されていた。 

 

 

 

 

 

 

アクセス経験のある人における「はたらく人

のがん検診ガイド」のサイト内コンテンツの利

用経験についての結果を図３に示す。利用者の

80％以上がウェブサイト内の主要なコンテンツ

を利用した経験を有していた。「職域における

がん検診に関するマニュアル」を知っていると

回答したのは300人（37.8％）、名前は聞いたこ

とがあるが、内容はわからないと回答したのは、

241人（30.4％）であった。 

 

マニュアルに基づく５大がんについての回答

結果を図４に示す。胃がんが522人（65.7％）、

大腸がんが514人（64.7％）選択された。がん5

種類（胃、大腸、肺、乳、子宮頸）を選択し、

かつ他の選択肢を選ばなかった人（完全正答者）

は、50人（6.3％）であった。 
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マニュアルに基づくがん検診の推奨年齢につい

ての回答を図５に示す。子宮頸がんで20歳以上

を選択した人は275人（34.6％）であった。40歳

以上を選択した人は、胃がん335人（42.2％）、

肺がん 324人（ 40.8％）、大腸がん 358人

（45.1％）、乳がん219人（27.6％）であった。

50歳以上を選択した人は胃がんで78人（9.8％）

であった。乳がんでは、20歳以上もしくは30歳

以上を選択した人は369人（46.5％）であった。

いずれのがん種でも20％以上の人が年齢によら

ずに推奨されていると認識していた。 

 

 

マニュアルに基づく検診の推奨間隔について

の回答を図６に示す。胃部内視鏡検査で2年に1

回を選択した人は251人（31.6％）、胃部X線検

査で毎年を選択した人は557人（70.2％）であっ

た。2年に1回を選択した人は子宮頸がんにおい

て192人（24.2%）乳がんにおいて205人（25.8％）

であった。半数以上の回答者が推奨間隔を毎年

と認識していた。 

 

 

②啓発動画についての調査 

主観的な評価についての結果を図７に示す。

「とてもそう思う」、「ややそう思う」と肯定

的な回答者は「私に関係がある」で 362人

（72.4％）、「明瞭で理解しやすい」で383人

（76.6％）であったが、「家族や友人と話す気

になる」で259人（51.8％）であった。 

 

各項目の平均値を表2に示す。私に関係がある

3.91点、明瞭で理解しやすい4.01点、家族や友

人と話す気になる3.46点であった。 
表2. 主観的な評価に対する回答の平均点 

項目 平均点* 

私に関係がある 3.91  

明瞭で理解しやすい 4.01  

受診者として必要な情報をすべて提供している 3.86  

啓発資料として受け入れられる 3.93  

動画について考えたくない(点数反転) 3.48  

家族や友人と話す気になる 3.46  

マニュアルに基づくがん検診を受けたいと思う 3.85  

*1点から5点で高いほど良いことを意味する  

 

動画について印象に残ったこととして、自由

回答には「精検が大切だということ」「偽陽性

のことが気になりました。不安になっちゃうな

ぁと。」「偶発的事象」「図解が分かりやすい」
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「若年層のがん検診があまり重要でないこと。

がん検診のメリットとデメリット」などが記述

された。頻出語をワードクラウドで表現したも

のを図8に示す。頻出語として、受ける、検査、

デメリット、偽陽性、受診、長い、精密、過剰、

精検などが可視化された。 

 

 

③精度管理についての調査 

精度管理のプロセス指標についての回答結果

をパネルと機縁法の回収方法に分けて図9に示

す。対象者数、受診者数、要精検率、精検受診

率について、機縁法調査で60～80％程度が選択

し、陽性反応的中度（PPV）、がん発見率にお

いては、30－40％程度が選択した。パネル調査

では、上記５つの指標についての選択率は30％

程度であった。5つを選択して、それ以外の選

択肢を選ばなかった人はパネル調査では1人

（1.1％）機縁法調査では7人（16.7％）であっ

た。受診率、精検受診率、偽陽性の意味につい

ての正解者は、パネル調査において、受診率で

46人（48.9％）、精検受診率で42人（44.7％）、

偽陽性で45人（47.9%）であった。機縁法調査

における正解者は、受診率で41人（97.6％）、

精検受診率で31人（73.8％）、偽陽性で39人

（92.9%）であった。 

 

 

 

 

回答者の所属施設におけるプロセス指標の把

握状況について表3に結果を示す。研究班発足

当初の2023年の調査では機縁法によって、30施

設の協会けんぽ・健康保険組合の健診担当者よ

り回答を得ていた。本調査での機縁法での調査

結果と比較すると、受診率の把握状況は76.7％

から90.5％に増加した。要精検率の把握状況は

50.0％から61.9％に増加した。精検受診率とが

ん発見率の把握はそれぞれ46.7％から45.2％、

26.7％から21.4％へとなった。 

表3. プロセス指標の把握状況 

 2026年3月調査 2023年12月調査 

 パネル 機縁法 機縁法 

以下の指標を 

把握している 人 ％ 人 ％ 人 ％ 

対象者数 58 61.7  38 90.5    
受診者数 43 45.7  40 95.2    
受診率 41 43.6  38 90.5  23 76.7 

要精検率 45 47.9  26 61.9  15 50.0 

精検受診率 38 40.4  19 45.2  14 46.7 

がん発見率 37 39.4  9 21.4  8 26.7 

回答者の合計 94 100 42 100 30 100 

 精度管理の指標を評価する上での課題として

自由回答の内容を表4にまとめた。回答では、

「プライバシーのことなのでなかなか立ち入っ

て聞くことができない」「病院から詳しい検査

結果が届くところもあれば、受診したことしか

わからないことがあるためがん把握が難しい」

「本人の提出がないとわからないこと」「そこ

まで人数がおらず評価に至らない」などを認め

た。職域におけるがん検診のプロセス指標を把
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握するうえでは、要精検者のその後を追跡する

仕組みが十分に整っていないことが大きな課題

として挙げられた。健保組合として精密検査の

受診状況を確認しようとしても、精密検査は保

険診療として実施されるため、検診結果とのつ

ながりを把握しにくい。また、レセプトを用い

た確認には時間と手間がかかり、精密検査を受

けたかどうかは分かっても、その結果やがん発

見の有無まで把握することは難しいという意見

がみられた。さらに、健診機関によって判定基

準や結果の表記方法が異なるため、要精検者数

や要精検率を統一的に集計しにくいことも課題

であった。検診結果や精密検査結果は個人情報

にあたるため、本人の同意なしに詳細を把握す

ることが難しく、どこまで受診勧奨を行うべき

か迷うという声もあった。加えて、データを整

理し、受診率や精検受診率を算出するための人

員、時間、費用が不足していることも、実務上

の障壁となっていた。 

表4. プロセス指標を把握する上での課題 

課題領域 内容 

追跡体制 

要精検者の精密検査受診状況や結果を把握でき

ない 

データ連携 

健保、事業主、健診機関、医療機関の情報共有

が不十分 

標準化 

判定基準や結果フォーマットが健診機関ごとに

異なる 

個人情報 

本人同意やプライバシー保護の観点から情報収

集が難しい 

レセプト活

用 

レセプト突合は可能だが、手間・遅れ・解釈の

限界がある 

リソース 人員、時間、コスト、専門職が不足している 

受診者対応 精検受診や結果報告が本人任せになっている 

理解度 

プロセス指標や精度管理の意義が十分に浸透し

ていない 

 国の推奨するマニュアルにどこまで準ずるべ

きかについて、自由回答の意見を表5にまとめた。

全面的または原則として準拠すべきという意見

が多くみられた。多くの回答者は、マニュアル

を科学的根拠に基づく基準として捉えており、

職域でがん検診を実施する場合にも、これを基

本方針とする必要があると考えていた。一方で、

完全にマニュアルどおりに運用することには、

受診間隔の管理、人員や費用の不足、既存の福

利厚生との調整、受診者本人の希望への対応な

ど、実務上の制約があることも指摘された。マ

ニュアルを基本としつつ、本人への十分な説明、

職域の実情、健保財政、運用可能性を踏まえて、

実行可能な範囲で準拠すべきであるという考え

方があった。また、指針外の検査については、

利益だけでなく不利益を説明したうえで本人が

希望する場合には認めてもよいとする意見があ

る一方、科学的根拠の乏しい検査を安易に提供

すべきではないという慎重な意見もみられた。

一部には、高頻度で多種類のがん検診を良いも

のであると誤解した立場に立った回答を認めた。 
表5. マニュアル準拠への意見 

立場 自由回答の概要 解釈 

全面的に準

拠すべき 

「全て準ずるべ

き」「必ず準ずる

べき」「マニュア

ル通りに実施すべ

き」 

国のマニュアルを科学的

根拠に基づく基準として

強く重視しており、職域

がん検診も原則として例

外なく従うべきだという

立場 

原則として

準拠すべき 

「基本的には準じ

るべき」「できる

限り沿うべき」

「国の指針に沿っ

て実施すべき」 

最も多くみられた立場で

あり、マニュアルを基本

方針としながら、現場の

状況に応じた運用上の調

整はあり得る 

準拠を基本

としつつ、

本人希望に

応じて柔軟

に対応すべ

き 

推奨年齢外や毎年

受診であっても、

本人が希望する場

合には実施してよ

い 

マニュアルの重要性は認

めつつ、受診者本人の不

安、家族歴、価値観、希

望を考慮し、十分な説明

を前提に柔軟な選択を認

める立場 

準拠を基本

としつつ、

職域の実情

に合わせて

調整すべき 

受診間隔の管理、

人員、費用、事務

負担、健保財政な

どの理由から、完

全準拠は難しい 

マニュアルに従うべきと

いう考えは共有されてい

るが、職域では運用体制

やリソースに制約がある

ため、実行可能な範囲で

準拠すべきという立場 

マニュアル

を参考にし

つつ、最終

判断は健

保・事業

主・本人に

委ねるべき 

国の推奨は参考に

するが、最終的な

方針は事業主や健

保で決めるべき、

雇用主と雇用者で

決めるべき 

国のマニュアルを絶対的

な基準とはせず、各組織

の方針、予算、対象者の

ニーズに応じて判断すべ

きという立場 

マニュアル

以上の検査

も容認され

るべき 

予算に余裕があれ

ば対象年齢外や追

加検査を実施して

もよい、福利厚生

として補助してよ

い 

マニュアルを最低限の基

準または参考基準と捉

え、受診者の希望や企業

の福利厚生として、より

広い検査機会を提供する

ことを肯定する立場 

準拠には慎

重・懐疑的 

国が責任を負わな

いなら準じる必要

はない、マニュア

ル至上主義には疑

問がある 

マニュアルの意義を否定

しているわけではない

が、現場への責任や負担

が十分に考慮されないま

ま準拠だけを求めること

には批判的な立場 
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判断できな

い・理解が

十分でない 

「わからない」

「質問に違和感が

ある」 

マニュアルの存在や内容

について、前提となる知

識や情報が不足している 

 
Ｄ. 考察 

1）動画作成コンテンツ班 

①がん検診企画者用動画作成について 

「職域におけるがん検診に関するマニュアル」

は、職域での指針に基づくがん検診の実施と精度

管理を求めている。この点を簡潔に述べることで

ある、特に課題となるのは、対象が若年者からの

実施と女性の検診における頻度の問題（毎年）で

ある。この課題の中に、検診はサービスであると

いう根強い思考がある。 

職域におけるがん検診の企画・運用にあたって

の現状の課題とその解決に資する情報提供手段と

しての動画を用いた点である。がん検診に関する

専門的知識を有しない非医療職の企画担当者が理

解しやすい形で、がん検診の意義、制度的背景、

精度管理の必要性を短時間で伝えるための構成と

配慮を行った。この導入動画において、興味を引

き立てるように内容をコミカルにするなど、マー

ケテイングの専門家と協議して作成した。この２

分弱の動画には、ほぼ必要とされるメーセージが

含まれている。 

また、マニュアルに関係した詳細に説明した動

画を作成し、企画者に充分背景から伝わるように

作成した。 

職域でがん検診を企画・実施する主体の多くは

健康保険組合であり、その担当者の多くは非医療

職である。そのため、医療職にとっても十分に理

解されていない「がん検診の利益・不利益」「過

剰診断の問題」「精度管理」などの概念を正確に

伝えるには、緻密なコミュニケーション技法が必

要であり、伝達手段の工夫が求められた。 

本動画の目的は以下の通りである： 

•職域でがん検診を導入・運用する担当者に対し

て、がん検診の本質的な目的と評価方法を正しく

伝える。 

•検診について企画し補助することで終了ではな

く、その後については、検診機関に丸投げするの

ではなく、検診全体の運用が効果的になっている

のかを管理するまでの責務があること、すなわち

精度管理の概念の理解を促す。 

•精度管理や事業評価の意義を理解してもらい、

継続的かつ質の高い検診実施を促す。 

•健保組合がデータ活用やフォローアップを適切

に実施できるよう、動機づけと実践的な支援を行

う。 

非医療職への専門知識の伝達 

がん検診の目的が「死亡率の減少」であること

は科学的に明確である一方、職域では「死亡率減

少効果」という表現に対して心理的な抵抗感があ

る。そのため、使用する用語には配慮が必要であ

る。 

また、過剰診断や検診精度の問題、フォローア

ップの意義など、職域の企画者が即座に理解しに

くい専門的内容が多いため、平易な表現と図解的

な説明が求められる。職域では若年者へのがん検

診の適応することが問題であるので、偽陽性のデ

メリットを強調することとした。 

任意実施に伴う目的の多様化 

法的義務のない職域がん検診においては、「早

期復職」「パフォーマンスの早期回復」「医療費の

軽減」といった職場側の利益も重要な実施動機と

なる。そのため、これらの目的を肯定的に位置づ

け、検診導入の合理性を示す必要がある。 

「精度管理」という用語が「検査精度（検体分

析精度）」と誤解されることが多く、事業主や健

保組合が介入すべき内容として認識されていない。

実際には、精度管理とは「がん検診という介入プ

ログラムの効果性を維持・評価する」活動であり、

事業評価の一環であることを理解してもらう必要

がある。 

職域では検診の「実施」自体が目的化しており、

要精検者の受診やがん発見に至るプロセスが十分
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に追跡されていない。むしろ、要精検者の精検受

診後については、医療機関からの情報提供が必要

であることから、個人情報保護の観点から入手が

困難な状況である。重要な評価指標である「要精

検受診率」が軽視されており、「やりっぱなし検

診」への懸念が高まっている。 

動画構成のポイント 

非医療職にも理解しやすい用語・図解の活用 

検診の目的（死亡率減少）を柔らかく説明しつ

つ、企業側にとっての利点（復職支援・医療費削

減）を明確化、精度管理を「事業評価」として再

定義し、その意義と手段を簡潔に紹介した。 

データ活用の重要性と、そのための電子的管理

の課題と対策に言及した。重要な評価指標である

「要精検受診率」についてフォーカスした。 

精検勧奨動画ＥＦについて 

がん検診において効果を高める重要な指標が精

検受診率であり、その指標を高めるためには精検

受診勧奨が重要である。従って本動画では、職域

でのがん検診の主な主体である健保組合と事業者

においての精検勧奨に関する推進と注意動画Ｅ、

Ｆを作成した。 

＜健康保険組合（以下健保）が実施する場合の注

意点＞ 

多くのがん検診は健保が主体となっているため、

健保組合からの精検勧奨が主体となる。この場合

の注意点は、多くが安全衛生法に基づく定期健康

診断と同時に受診する場合が多いことから、がん

検診の結果が健保に共有され健保から精検受診勧

奨が行われる点を受診者に周知しておく必要があ

る。この場合の情報共有に関する課題は、検診機

関から健保組合への情報提供が第三者提供になる

かどうかである。実施主体が健保であれば、健康

保険組合に向けて厚労省が提供している Q&A にお

いては第３者提供にはならず、HP等でその取得と

利用目的を記せばよいとの記述がある。しかし実

運用上では労働者が検診の主体が事業主か健保組

合であるかの理解は乏しいこと、健保組合の情報

管理に関する説明文を全ての労働者が把握してい

ることはないので、検診予約時に検診機関または

中間業者において、健保組合に情報提供される同

意がなされることが受診者にとっても不信感を与

えないため、本動画や解説では同意を必要と解説

している。 

 受診者への十分な周知がないと突然健保から受

診勧奨が行われた場合に、自分の検診結果がどこ

まで伝わっているのか不安に思うことから、事前

の周知が必要であり、特に組合健保では会社の衛

生委員会等でこの課題について周知方法を検討し

ておく必要がある。 

なお、本動画作成フローについては、2 つの目的

でフローが異なる。 

健保組合として、個別の精検受診勧奨を行うこ

とを主眼とする場合、とデータヘルス計画の中で

精検受診率向上が必要となっていることから、精

検受診率を算出することを目的とするがあり、精

検受診率を算出した結果で個別の精検受診勧奨を

考慮するパターンである。 

＜事業者が受診勧奨する場合＞ 

事業者ががん検診結果を入手する場合には、法

定外項目となることから注意が必要である。特に、

要精検＝がん疑いという理解から、この結果が上

司や人事に知られることで不利益な人事が行われ

るという不安をもつ。一方で会社側も法定外の健

康情報を持つことで安全配慮義務が拡大されるの

ではないかという不安をもっているのでこの点で

両者が不安となり、進まない現状がある。従って

この点の留意的を解説した。なおこの問題につい

ては、昨年度泉分担者が論文として公開している

ので、その内容を動画化したものである。 

 

2）職域検診機関用のチェックリスト（齊藤） 

検診実施機関用の CL を職域検診向けに改編す

ることは十分に可能であった。また一部、書き換
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えが困難な項目があり、それらは今回の CL 案か

ら削除している。書き換え困難な項目として、住

民検診における「都道府県の生活習慣病検診等管

理指導協議会、市区町村、医師会等から指導・助

言等があった場合は、それを参考にして改善に努

めているか」がある。書き換え困難な理由は、職

域では検診実施機関の精度管理を評価・指導する

体制自体が存在しないことであり、これは職域の

精度管理体制の根源的な課題の 1 つである。また、

職域では住民検診において実施主体である市区町

村を評価・指導する「都道府県」に相当する役割

を担うものもないことから、これらは今後わが国

で職域での精度管理を整備していく上で整備が必

要である。 

アンケート調査の回答率が 19.9％に留まった理

由として、対象施設には、がん検診を実施してい

ない施設も含まれていた可能性がある。また、回

答方法を Web に限定したことから、操作に不慣れ

な施設から回答が得られなかった可能性や、回答

義務を伴わない任意回答であったことの影響も考

えられる。このように回答数は限定的であったが、

有効回答が得られた施設については、いずれの施

設も設問に回答しており、今後このような形式で

精度管理調査を実施することは十分可能と考えら

れた。今後、職域において契約先機関の評価を目

的として回答を求める体制が構築されれば、回答

率の向上も期待される。 

さらに、今回の経験から、委託元用の CL につ

いても住民検診での「市区町村用 CL」を元にして

整備できる可能性があると考えられたことから、

文言を職域用に整理した委託元用 CL 案を準備し

ている（別添 PDF）。今後は検診機関用 CLと同様

にフィージビリティ確認を行い、実装に向ける作

業も必要と考えられた。 

 

3）指針に基づくがん検診の普及に向けた動画教

材の開発と検証（酒井） 

1．本研究の主要な知見 

本研究では、職域におけるがん検診の適正化に

資する情報提供の有効性と効果的な活用方法を検

討した。主要解析では、動画の間で、指針に基づ

くがん検診への選好に差は認められなかった。動

画に対する主観的評価では、乳がん検診を題材に

した動画では男性の視聴者では、女性視聴者より

も低く評価された。また、全員を分析対象とした

動画視聴の前後比較では、指針に基づくがん検診

への選好に有意な変化が認められた。視聴前に指

針に基づかないがん検診を希望していた者のうち、

23.8％が視聴後に指針に基づくがん検診への選好

に変化した。 

2．動画間で効果に差が認められなかった理由 

ナラティブ・トランスポーテーション理論に基

づき、具体的な人物の物語を用いた事例提示型の

動画は、説明型の動画よりも視聴者の関心や感情

的関与を高め、指針に基づくがん検診への選好を

促すと考えた[4]。しかし、主要解析では、事例

提示型の動画Ｂおよび動画Ｃは、説明型の動画Ａ

と比較して有意な効果を示さなかった。この理由

として、第一に介入強度が十分でなかった可能性

がある。短時間の動画を 1 回視聴するだけでは、

すでに形成されている受診選好を変えるには不十

分であった可能性がある。第二に、動画視聴前の

時点で、すでに 47.1％の対象者が指針に基づくが

ん検診を受けたいと回答していたことから、天井

効果により、動画間の差が検出されにくかった可

能性も考えられる。 

3．対象者の特性に応じた教材設計の重要性 

動画Ｂへの評価は、男性では女性よりも低かっ

た。動画Ｂは、30歳代女性が乳がん検診を受け、

偽陽性を経験する内容であった。そのため、男性

にとっては、自分ごととして捉えにくかった可能

性がある。この結果は、がん検診に関する教育教

材では、単に医学的に正確な情報を提供するだけ

でなく、視聴者がその情報を自分に関係するもの
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として受け止められるかが重要であることを示し

ている。乳がん検診に関する教材は女性にとって

は有用であっても、男性には関連性が低く受け止

められる可能性がある。一方、腫瘍マーカー検査

や PET/CT 検査など、性別を問わず追加検査とし

て選択されやすい検査を扱う教材は、より広い対

象者に適用しやすい可能性がある。 

職域で動画教材を活用する際には、全従業員に同

一の教材を一律に提示するだけでなく、対象者の

属性に応じて教材を選択することが望ましい。た

とえば、女性従業員には乳がん検診に関する偽陽

性リスクを扱う教材を、男女を問わず幅広い従業

員には腫瘍マーカー検査や過剰検査に関する教材

を提示するなど、対象者に合わせた情報提供が有

効である可能性がある。 

4．がん検診への選好は変化しにくい 

動画視聴前に指針に基づかないがん検診を希望

していた 383 名のうち、動画視聴後に指針に基づ

くがん検診への選好に変化した者は 23.8％であっ

た。これは、短時間動画によってがん検診への選

好は容易には変化しないことを示している。この

背景には、がん検診に対する一般的な認識が影響

している可能性がある。多くの人にとって、がん

検診は「早く受けるほどよい」「多くの検査を受

けるほど安心である」と理解されやすい。検診で

異常が見つからなかった場合にも、「受けて安心

できた」「健康管理をしている」という肯定的な

経験として受け止められやすい[5]。また、職域

では、企業が福利厚生として検診項目を充実させ

ることが、従業員への支援として肯定的なことと

考えられている。一方で、偽陽性や過剰診断、不

要な精密検査といった不利益は、受診者にとって

実感しにくい。指針に基づかないがん検診の不利

益を伝える教育は、単に「偽陽性があります」と

説明するだけでは十分ではなく、受診者が自分自

身の意思決定として理解できる形で繰り返し提供

する必要がある。 

5．定期的に検診を受けている人への有効性 

動画視聴後に指針に基づくがん検診への選好に

変化した「有効群」において、過去 2 年間に毎年

大腸がん検診を受けていた者の割合が高かった。

この結果は、日頃からがん検診を受けている者ほ

ど、偽陽性リスクに関する情報を自分の問題とし

て受け止めやすく、指針に基づくがん検診への選

好に変化しやすい可能性を示している。がん検診

に無関心な者よりも、すでに検診を受けている者

を対象に動画を発信する方が、国の指針に基づい

た適切な受診を促す上で効果的であると考えられ

る。任意型検診やオプション検査を選択する場面

では、偽陽性や不要な精密検査のリスクを事前に

説明することにより、受診者が過剰な検査を選択

することを防ぐ一助となる可能性がある。 

6．指針に基づくがん検診普及への示唆 

指針に基づくがん検診の普及に向けて、受診者

側への情報提供方法を検討した。職域におけるが

ん検診では、企業、健康保険組合、健診機関、産

業保健スタッフなど複数の主体が関与する。その

ため、指針に基づくがん検診を普及させるには、

受診者が「なぜ指針に基づく検診が望ましいのか」

を理解できる教育資材に加えて、意思決定を支え

る様々な制度設計が必要となるだろう。 

本研究で作成した動画教材は、短時間で視聴でき、

オンラインで配信可能である。そのため、職場で

の周知や健診案内時の補助教材として活用しやす

いという利点がある。偽陽性という専門的な概念

を図表や具体的な事例を通じて伝えることで受診

者ががん検診の不利益を理解するきっかけとなり

うる。 

本研究の結果からは、短時間動画を 1 回視聴さ

せるだけで、指針に基づかないがん検診への選好

を変えることは限界があることも示された。動画

教材は単独で完結する介入としてではなく、職場

でのがん検診案内、産業保健スタッフによる説明、

健診機関からの情報提供、企業の検診制度設計と
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組み合わせて活用することが望ましい。具体的に

は、検診申込画面や案内文書に動画へのリンクを

掲載する、オプション検査を選択する前に偽陽性

リスクに関する説明を提示する、産業医・保健師

による健康教育の導入教材として使用するといっ

た実装方法が考えられる。 

 

4）健康保険組合と働く人に対するアンケート調

査（須賀） 
健康保険組合に対するアンケート調査において、

職域におけるがん検診の実施主体は健康保険組合

であり、事業所とのコラボレーションは多くなか

った。マニュアルの存在は認知されており、マニ

ュアルに準拠すべきとの理解は得られていたが、

マニュアルどおりに実施しているところはわずか

であった。保険者と事業者に向けて本来あるべき

がん検診を促す啓発活動を根気よく継続していく

必要がある。 

働く人に対するアンケート調査において、受診

対象年齢であってもがん検診の案内を受け取って

いないと答えた者が多数存在したことから、がん

検診の案内を確実に届けることがまず解決すべき

課題である。がん検診に関する情報発信を強化し、

検診情報とのタッチポイントを増やすこと、そし

て、がん検診は受けるべきものだという規範意識

を職場全体で高める活動を展開することが望まれ

る。 

 

5）産業医経験の有無が、がん検診についての

「情報認知」および「認識」に及ぼす影響につ

いての調査（齊藤） 

本調査の対象のうち、産業医経験ありの者は、

比較的経験が豊富で産業医活動に関心を抱いてい

ると考えられる集団であり、1000人以上の事業所

の担当、及び 1000 人未満の中小規模の事業所を

担当する産業医の両者を含む。一方、産業医経験

なしの者は、産業医学に関する知識をこれから得

ようとする者である。がん検診に関する知識につ

いては、産業医経験者の約 9 割が職域マニュアル

及びがん検診ガイドラインの存在を認知し、その

うち約半数が実際に活用しており、産業医経験な

しの者よりそれらの存在を認識している割合が高

いことが示唆された。また、国が推奨するがん検

診と推奨しないがん検診があることについても経

験者の方が、認知度が高かったにも関わらず、国

が推奨していないがん検診の実施を職域で実施す

ることの容認率は約 66.7％と高く、産業医経験な

しの者の 63.3％と差がないという結果であった。

産業医経験あり、なしにかかわらず国の推奨外検

診の職域での実施容認が高かった一因として、

「有効性評価指標ががん特異的死亡率減少のみで

ある」という認識が両者に浸透しておらず、検診

方法を選択する際に、死亡率減少効果の有無を念

頭におくことができなかったり、がん発見率、感

度・特異度、罹患率といった適切でない項目を判

断根拠にしてしまう場合があることが考えられた。

そしてまた「がん検診の不利益」として全ての項

目を選択できたものが産業医経験ありでも 4 割程

度に留まっていることも、意思決定に影響してい

る可能性があり、今回の解析では、産業医経験の

有無に関わらず、わが国の医師への教育体制では、

がん検診の実施の可否判断の際に前提となる情報

が不足している状況の影響が推察される。これら

の知識浸透の不十分な状況は、約 20 年前に報告

された、消化器がんの検診にかかわる医師を対象

とした調査結果と傾向が一致し、本調査集団特有

ではない。今日でもわが国では医師に対するがん

検診に関する系統的知識獲得機会が依然として十

分に提供されていないことから、少なくとも企業

のがん検診の在り方に助言を行う立場になりうる

産業医に対しては、がん検診の在り方について系

統だった情報提供体制を確立することが望まれ、

それは産業医資格を既に有する者、これから得る

者の両者に対して求められることが示唆された。 
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また、厚生労働省などの国の、職域でのがん検

診に対する議論には産業医自身が興味を持ち、情

報を得たいと考えている者が多いという結果であ

ったので、がん検診に対する系統的情報提供と共

に、国の職域がん検診についての情報が産業医に

届きやすくなる情報提供手段の工夫も必要と考え

られた。 

 

6）職域がん検診に労働者の意識実態調査（森、

五十嵐） 

本研究は、日本の労働者を対象とした全国規模

のデータを用い、がん検診の受診意向に関連する

要因を明らかにした点に特徴がある。解析の結果、

年齢、学歴、婚姻状況、企業規模、年収などの社

会経済的要因が、いずれのがん検診に対しても受

診意向と正の関連を示した。また、喫煙歴がない、

飲酒習慣が少ない、運動習慣があるといった健康

的な生活習慣も受診意向と関連していた。これら

の結果は、健康意識が高く社会経済的資源を多く

有する層ほど予防的医療行動に積極的であるとい

う、これまでの研究結果と整合的であると考えら

れる。 

一方で、本研究では、一般にヘルスリテラシー

が高いと考えられる高学歴層や高所得層において

も、科学的根拠が十分に確立していないがんリス

ク検査に対する受診意向が高い傾向が認められた。

この結果は、受診者が検査の不利益やエビデンス

の不確実性を十分に考慮せず、「早期発見」や

「安心感」といった便益を重視して意思決定して

いる可能性を示唆している。すなわち、ヘルスリ

テラシーが高いと想定される層であっても、検診

のメリットとデメリットをバランスよく評価した

意思決定が必ずしも行われているとは限らないこ

とが明らかとなった。また、良好な生活習慣を有

する労働者ほど受診意向が高い傾向が認められた

ことから、健康意識の高い層が予防的医療行動を

より積極的に選択している可能性が示唆された。

一方で、このような傾向は、健康行動における社

会的格差を拡大させる可能性も指摘されており、

職域におけるがん検診の普及を検討する際には、

受診意向が低い層へのアプローチも重要な課題と

なると考えられる。さらに、本研究の結果は、職

域において科学的根拠が十分でない検査が導入さ

れる背景の一端を示している可能性がある。すな

わち、企業や健診機関が労働者のニーズに応える

形で新しい検査を導入する場合、受診者側の高い

受診意向がその普及を後押ししている可能性があ

る。こうした状況においては、単に検診機会を提

供するだけでなく、検査のメリットとデメリット、

科学的根拠の程度について適切に説明するリスク

コミュニケーションが重要である。 

以上の結果から、職域がん検診の適切な実施を

推進するためには、受診者の意思決定の特徴を理

解したうえで、科学的根拠に基づく情報提供を行

うことが重要であると考えられる。また、企業や

保険者、産業保健職が受診者に対して適切な情報

提供を行うための教育や研修を充実させることも

必要である。 

 

7）職域がん検診マニュアルに基づいたモデル研

修プログラムの開発（森、五十嵐） 

本研究により、職域におけるがん検診の意思決

定は必ずしも医療職が中心となって行われている

わけではなく、健康保険組合や企業の担当者など、

非医療職が重要な役割を担っている実態が明らか

となった。そのため、医学的知識を提供するだけ

でなく、意思決定の場面を想定した実践的な研修

が重要であると考えられる。 

本研究で開発した研修プログラムでは、シナリ

オやロールプレイを用いたグループ討論を取り入

れることで、実際の業務場面を想定しながら学習

できる構成とした。その結果、参加者の多くが研

修内容への理解を深めたと回答しており、実践的

な研修方法の有効性が示唆された。 
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また、e-Learningやウェビナーを活用すること

で、多くの関係者に教育機会を提供できる可能性

が示された。職域がん検診の質を向上させるため

には、継続的な教育機会の提供と、関係者が学習

しやすい環境の整備が重要であると考えられる。 

 

8）職域保険者におけるがん検診の精度管理指標

算出システムの実装に関する研究（小川） 

 本研究では、レセプトを用いたがん検診精度管

理の健保組合への実装化の取り組みについて、先

行研究で構築された試用版システムを利用して検

討を実施した。その結果として、上述した課題が

明らかになり、その課題解決に向けた検討を進め

ている。いずれの課題も現時点では解決可能と考

えられ、事業化・実用化が目前に迫っていると考

えられる。 

 さらに、試用版システムを用いたがん精検受診

勧奨とその効果について、2024 年度及び 2025 年

度の日本公衆衛生学会及び日本産業衛生学会にて

報告済みであり、このシステムを活用することで、

職域がん検診の精度管理指標を算出するだけでは

なくがん検診全体の精度向上に試用版・普及版シ

ステムが寄与できると考えられる。また、単に稼

働の確認だけではなく、本システムを用いた精検

受診勧奨を実施し、成果が見られた健保組合も出

てきており、本システムの普及に大きく前進した

と考えられる。今後、本システムの社会実装化に

向けて、本研究で明らかにしたような成功事例を

集積して公開し、健保組合や事業主にとってがん

検診精度管理が必要で有用であることを幅広く情

報提供することが必要と考えられる。 

本システムの社会実装化に向けた課題について

は、がん検診判定結果の提供が一部の代行機関で

新規に実施されるようになるなど、前向きな動き

は見えるもののいまだに十分ではなく、今後も上

述した成功事例の公開や各ステークホルダーへの

働きかけなどにより、精度管理の社会実装に向け

た更なる活動が必要と考えられる。 

 今後、レセプトを用いたがん検診精度管理の実

用化により、様々な保険者においてがん検診の実

態把握と精度管理が簡便にできるようになると期

待される。本研究で検討した職域がん検診精度管

理の取り組みは、保険者による活用のみならず、

今後のわが国のがん政策立案に資する貴重な資料

になりうると考えられる。 

 

9）労働者のがん検診受診率の推移およびがん長

期生存率の職業格差（財津） 

本研究は、日本の現役労働者のがん検診受診率

の推移および就労世代におけるがん生存率の職業

格差を明らかにした。職域全体として、がん検診

受診率は増加傾向であり、前立腺がん検診受診率

は 2026 年調査では特に低下が目立った。一方で、

職種に注目すると、manual職種のがん検診受診率

は低いことが示され、予後も不良であることが示

された。 

 がん検診の種類を問わず、manual職種において

がん検診受診率が低いことから、検診内容や、身

体的負荷の違いが受診行動に与える影響は比較的

少ない可能性が示唆された。建設業、機械加工業

の従事者は、管理的職業従事者と比較し、がん検

診受診率が低いことが報告されている[2]。また、

学歴や収入といった社会経済的要因は、がん検診

受診に影響を与える可能性が指摘されている

[3,4]。Manual 職種における労働者は、長時間労

働、不規則なシフト、身体的に高負荷な労働環境

により、他の職種と比較してがん検診を受ける上

での制限が生じうる。また、仕事に関連したスト

レスや、うつ病を経験する場合もあり[5,6]、こ

れらが医療を受ける意欲やがん検診受診への意欲

を低下させる可能性がある。これらに対処するに

は、manual職種が抱える職場環境と職業特性を理
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解し、がん検診へのアクセスを容易にする対策が

必要と考えられる。 

 既存のエビデンスに基づくと、より高い社会経

済的地位の職種に就くがん患者のほうが生存率は

良く、職業による予後格差の約 3 分の１には、初

発がんステージの差違により説明可能であるとさ

れる[1]。本研究はそれを就労年齢層に限定し、

10年というより長期の追跡で確認した点に意義が

ある。従来の 5年生存率に加え、10年生存率など

の長期予後の評価が、就労年齢の延長を背景とし

て重要となる。管理職や専門職従事者と比較して、

生産工程・輸送・建設・採掘従事者などのほうが、

進行したがんステージで発見される割合が多く、

結果としてがんの予後が悪くなっている可能性が

ある。したがって、労働者の長期的な予後を考え

た場合、がん検診における早期のがん検出は、こ

られのがん予後格差を是正することに貢献できる

可能性があるため、職種による受診率の格差の解

消も重要であると考えられる。 

 本研究の限界として、第一に、転職を評価でき

なかったため、一般化可能性における限界がある。

第 2 に、JACSIS/JASTIS 調査についてはインター

ネット調査に回答できる認知能力と技能を持つ個

人に限定されていたと考えられることから、選択

バイアスが生じ高学歴者や健康意識の高い集団が

有利になる可能性があった。したがって、調査結

果は、がん検診の全体的な受診率を過大評価して

いる可能性があり、manual職種の実際の受診率は

さらに低い可能性がある。第 3 に、がん検診受診

率の分析においては、横断記述分析であり、他の

交絡要因は考慮されていないため受診率について

は解釈に注意が必要である。しかしながら、毎年

繰り返しの全国調査により、現役労働者のがん検

診受診状況を経年的に把握することが可能であっ

た。 

10）産業医・健康保険組合がん検診担当者を対象

とした「がん検診マニュアル」の普及啓発活動と

その評価(中澤) 

回産業医と健保がん検診企画担当者を対象とし

て研修会を実施し、本研究報告では、健保担当者

に対するがん検診に対する認識および視点を明ら

かにした。本調査におけるマニュアルの認知率は

43.4％であり、2022 年に実施された先行調査

（健保以外の関係者を含めて約 10％）と比較し

て高い割合であった(3)。そもそも全体的に認知

が高くなったのか？意識が高い健保が集まったの

か？については両者が考えられるが、前者の調査

時も比較的意識の高い健保の集団であったことで、

これまでの活動によりマニュアルの認知度が向上

した可能性は否定できない。 
マニュアルの認知有無による比較では、胃がん

検診における内視鏡検査（胃内視鏡、ファイバー

スコープ検査）への補助を除き、マニュアルの認

知の差により各種がん検診への補助状況に有意な

差は認められなかった。また、動画視聴後には、

参加者の約 70％がマニュアルに基づいたがん検

診を実施したいと回答しており、これらの知見は、

職域におけるがん検診の適正実施を推進する上で

正しい知識を分かりやすく情報提供することによ

って、普及する可能性を示す結果であると考えら

れる。 
先行研究では、職域において対象年齢より若い

年代からがん検診を実施するという「過剰検診」

の実施率が高いことが示されているが、事業主と

健保担当者を含めた解析であったため、どの関係

者が過剰検診を必要と考えていたのかは明らかで

はなかった 3)。本研究では、マニュアル遵守に関

する担当者の考えについては、マニュアル認知の

有無にかかわらず有意な差は認められなかった。

この点は、日本に根強く浸透している「検診はサ

ービス」「検診には不利益がない考え方」「検診

の対象範囲を狭めることは、サービス低下に繋が
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る」といった考え方が根底に占めることと思われ

ます。従って、この件については単なる一方向性

の研修では限界があると考えられた。 
一方、精度管理に対する認知率は、マニュアル

認知群において有意に高かった。がんの精度管理

は他国でも実施されており(4)、例えば大腸がん

に関して、Kaminski らは、腺腫検出率の向上が

中間期大腸がんおよび死亡リスクの低下と関連し

ていることを報告している(5)。乳がん検診につ

いては、Raucher らが米国におけるマンモグラフ

ィ実施施設の品質評価の不十分さを指摘したが

(6)、米国では乳がん検診の質を確保することを

目 的 と し た マ ン モ グ ラ フ ィ 品 質 基 準 法

（Mammography Quality Standards Act）が

1992 年に制定され、2024 年に改正が行われてい

る(7)。 
胃がん検診における内視鏡検査の費用補助の割

合は、マニュアル認知群において非認知群よりも

高かった。バリウムによる胃 X 線検査では、高濃

度バリウムの誤嚥などの有害事象が報告されてい

ることから、マニュアル認知群で内視鏡検査を重

要視したのかもしれない(8)。一方で、本研究で

は、大腸内視鏡検査および乳房超音波検査に対す

る補助実施率は、マニュアル認知群と非認知群の

間で有意な差を認めなかった。これら 2 つの検査

は、現状のマニュアルにおいては対策型検診とし

て推奨されていない検査である(1)。大腸がん検

診につい ては、米 国予防医 学専門委 員会

（USPSTF）がシグモイドスコピーおよび全大腸

内視鏡検査を推奨しているが(9)、日本のマニュ

アルでは、全大腸内視鏡検査に関する無作為化比

較試験の結果が十分に報告されていないことから

(10, 11)、対策型検診としては推奨されていない。

乳がん検診としての乳房超音波検査については、

J-START study などの研究結果報告もみられて

おり(12)、その結果により職域におけるがん検診

のマニュアルの update が待たれる状況である。 

本研究の強みとして、第一に、参加者が紹介者

を通じて募集されており、健保の担当者であるこ

とが担保されている点が挙げられる。第二に、対

象集団に対するカバー率である。2024 年時点で

健保数は 1,378 組合であり(13)、本研究では 113
名が参加し、約 8％をカバーしている。１つの健

保から複数の担当者が講義に参加した可能性はあ

るものの、一定の代表性を有すると考えられる。 
一方で、いくつかの限界も存在する。第一に、

任意参加による調査であるため、がん検診に関心

の高い者が回答しやすいという選択バイアスの可

能性がある。また、本研究の対象の 87％は単一

企業健保であり、単一企業健保を設立できる大企

業の取り組みが主に反映されている可能性がある。

がん検診を含む健康施策において、中小企業と大

企業の間に健康格差が存在することが先行研究に

より示されている(14-16)。第二に、本調査は自

己記入式質問票による自己申告であるため、想起

バイアスや社会的望ましさバイアスの影響を否定

できない。第三に、本研究は横断研究であり、因

果関係を推論することはできない。今後は、講義

や動画、ホームページ等の介入効果を検証する介

入研究が必要である。 
 

11）職域におけるがん検診マニュアルの普及啓発

に関する研究班活動の総括調査 

1．本研究の主要な知見 

我々は、研究班での普及啓発活動を総括するに

際して、３つのオンライン調査を実施した。 

①ウェブサイトの認知についての調査でわかった

ことウェブサイトはがん検診に関わる人の約半数

にアクセスされており、他の労働安全衛生に関す

るウェブサイトと同等かそれ以上に認知されてい

た。マニュアルについて、主観的な評価では、多

くの回答者が認識していると回答していたものの、

客観的な理解は乏しかった。マニュアルに基づく

がん種について正解できた人は 6％であり、推奨
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年齢も正解率は 40％程度、20 歳以上などの若年

齢での推奨や年齢によらず推奨されていると回答

者の 40％程度が誤解していた。推奨間隔について

も多くの検査で毎年受けることが推奨されている

と認識されていた。 

②啓発動画についての調査でわかったこと 

研究班で作成したマニュアルの解説動画は関連性

や明瞭性について肯定的な評価を得た。一方で、

周囲に動画について話すという波及はあまり期待

されなかった。印象に残ったこととして、精密検

査の受診の重要性が記述された。また、偽陽性な

どのデメリットが印象に残り、一部の視聴者には、

8 分の動画は長いと評価された。 

③精度管理についての調査でわかったこと 

プロセス指標についての知識はパネル回答者よ

りも機縁法での回答者に正しく理解されていた。

受診率、精検受診率、偽陽性の意味を正しく理解

していた人もパネル回答者よりも機縁法での回答

者に多く認めた。回答者の施設におけるプロセス

指標の把握状況について、2023年の研究班発足当

初よりも、受診率と要精検率の算出状況は増加し

ていた。一方で、精検受診率やがん発見率の把握

状況は、増加していなかった。精度管理の評価を

実施するためには、評価可能な規模でのがん検診

の推進や、プライバシー保護、情報共有の仕組み

づくりなどがあげられた。国の推奨マニュアルへ

の準拠には、科学的根拠を重視しつつも、受診者

個人の意向を踏まえる立場が多数であった。 

研究班が作成したウェブサイトは、公開から数

か月で、他の労働安全衛生についてのウェブサイ

トと同等の認知を得ることができた。研究班では、

ウェブサイトを 2026 年 2 月に公開し、がん対策

企業アクションなどのメーリングリストを活用し

て周知を行った。その成果もあって、本研究班で

のウェブサイトの認知度の向上につながったこと

が予想される。今後は、この認知度を維持しつつ、

ウェブサイトのコンテンツが実際に活用され、職

域における指針に基づくがん検診の実施につなが

るよう、サイト運用を進めていく必要がある。 

回答者の知識習得についての主観的な認識と客

観的な理解には乖離があった。がん検診のマニュ

アルについて知っていると回答していても、多く

の人はマニュアルに基づくがん検診の推奨間隔、

検査方法について、正しく回答できなかった。こ

の背景として、オンライン調査による社会規範バ

イアスが影響している可能性がある。回答者は、

健康診断の担当者で決裁権もしくは意見を述べる

立場にある仕事についているため、マニュアルを

認識していることが期待されている。規範によっ

て主観的に認識していると回答したものの、客観

的な知識を問われると正確に回答できないという

状況になったと考えられる。そのため、客観的な

知識への理解状況を参考に、議論していくべきで

あると考えられる。マニュアルに基づくがん検診

について完全に正解できた人（胃、大腸、肺、乳、

子宮頸を選択して、他を選択しなかった人）が

6％に留まっていたことを踏まえて、検診担当者

の知識普及のための対策を検討するべきである。 

 啓発動画は、視聴時間が長いという感想をもた

れながらも、概ね肯定的に評価された。この調査

とは別に研究班で実施した研究では、受診者にマ

ニュアルに基づくがん検診の受診を推奨する 90

秒程度の動画でも、同様の主観的な評価について

回答を求めた[2]。先行研究では、関連性 2.5～

3.6点、明瞭性 3.8～4.0点と本研究で使用した比

較的長時間の動画でも同等の評価を得ることがで

きた。文字を中心とした情報伝達媒体であるマニ

ュアルを、伝える際に多少長い説明になってしま

ったとしてもアニメーション動画として説明する

ことで、より伝達しやすくできることが期待され

る。今後は、ウェブサイトを通じて、企業や健康

保険組合の担当者に広く視聴されるように繰り返

し発信していきたい。 
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精度管理についての把握状況は、研究班発足当

初の 2023 年から終了時の 2026 年にかけて改善傾

向にあった。同じ機縁法であっても、回答集団が

異なることに注意しなければならないが、3 年間

で受診率の把握状況は 76.7％から 90.5％に増加

し、要精検率の把握状況は 50.0％から 61.9％に

増加した。回答者は、研究班で開催した講演会な

どの視聴者やその他の啓発に関する情報を得てい

た集団であり、教育や啓発を受けることによって、

精度管理の重要性を理解し、実践につなげたこと

が推察される。一方で、プロセス指標の把握につ

いては、課題が残っていることもわかった。精密

検査の受診状況や結果の把握が必要となる精検受

診率やがん発見率についての把握状況は、改善が

見られていない。職域検診では精検受診率の把握

や受診勧奨が課題であり、組織的な追跡体制の整

備が重要であることが以前から指摘されている

[3]。プロセス指標を把握する上での課題につい

て自由回答であげられたように、情報管理やプラ

イバシー保護が課題となっている。これらのプロ

セス指標が把握され、がん検診の推進に役立てら

れるよう、従業員、事業主、健康保険組合、医療

機関との連携によって、円滑な情報共有の仕組み

をつくる必要がある。 

 
Ｅ. 結論 

本研究では、職域にて実施されているがん検診

について、その現状と課題を整理し、「職域にお

けるがん検診に関するマニュアル」を普及するた

めに、3 種類の説明動画と各がん検診の詳細な内

容、精度管理に関する内容、精度管理に関する問

題点やプロセス指標を算出する方法等についての

内容を盛り込んだ動画を作成、その補完としてホ

ームページ「職域がん検診ガイド」を作成して普

及啓発を図った。この HP については、普及ルー

トを確保して配信した結果検診企画担当者の約

50％にはリーチでき、他のどのサイトよりも認知

されている結果となった。しかし、一方で内容の

正確な理解については、動画や HP のみでは限界

があり、研修会が非常に効果的であった。しかし

理解が行動変容に繋がったか？については、当研

究班での限界であることから今後の研究課題であ

る。 
当研究班では、現状での課題を整理し、全ての

職域に関するがん検診を企画する上での情報をこ

の HP に集約した。当 HP の評価が高いことから、

今後このHPを順次 updateしながら普及啓発に活

用することが望ましいと考えられた。ただし、特

に精度管理については現状の事業主や健保組合の

自助努力のみでは達成しえないことから、行政的

の政策的支援が必要であると考えられた。 

 

Ｆ. 政策提言および実務活動 

講演会・研修会活動 

1. 南谷優成 荒川区/城北ヤクルト販売株式会社 

心と体の健康フェスタ 「おとなのがん講座」 
2023/4/15 

2. 南谷優成  厚生労働省委託事業がん対策推進

アクション出張講座 ブラザー健康保険組合 

「がん教育セミナー」2023/7/6、7/20 
3. 南谷優成 厚生労働省委託事業がん対策推進

アクション出張講座 株式会社テクノ中部 

「がん教育セミナー」2024/10/22 
4. 南谷優成 がん対策推進企業アクション統括

セミナー 令和 5 年度企業アクション調査報

告 2024/3/1 
5. 南谷優成 一般社団法人 保険者機能を推進

する会 健診事業のあり方研究会 「がん検

診 -その受診率向上に向けた取り組み- ＋ 社
会におけるがん教育」2024/9/13 

6. 南谷優成 がん対策推進企業アクション統括

セミナー 令和 6 年度企業アクション調査報

告 2025/3/7 
7. 南谷優成 厚生労働省委託事業がん対策推進

アクション出張講座 株式会社森永乳業 
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「がん教育セミナー」2025/3/11 
8. 南谷優成 足立区/城北ヤクルト販売株式会社 

心と体の健康フェスタ 2025/5/17 
9. 南谷優成 厚生労働省委託事業がん対策推進

アクション出張講座 株式会社ヤクルト湘南

化粧品工場 「がん教育セミナー」2026/1/16 
10. 南谷優成 2026/1/28 厚生労働省委託事業が

ん対策推進アクション出張講座 田辺ファー

マ株式会社 「がん教育セミナー」 
11. 南谷優成 エレクタ株式会社 がん教育ワー

クショップ 「がんを正しく知る、職場から

広げる 企業におけるがん教育と検診の意義」 
2026/1/23 

12. 立道昌幸 城北地区方面会健保研修会（約

90 健保）（7 月 3 日）オンライン 
13. 立道昌幸 けんぽ共同研修会（8 月 4 日）約

50 健保：オンライン 
14. 立道昌幸 城内地区方面健保研修会（10 月

23 日）（約 50 健保）対面 
15. 立道昌幸 横浜市健康経営ウエブセミナー

（2 月 13 日）約 121 健保 オンライン 
16. 立道昌幸 慈恵医大医師会研修会(5 月 25

日)700 名 
17. 立道昌幸 横浜市医師会研修会（9月15日）

100 名 
18. 立道昌幸 埼玉県大宮市医師会研修会（10

月 19 日） 200 名 
19. 立道昌幸 福岡県研修会（11 月 30）200 名 
20. 立道昌幸 東北大学研修会（12 月 13 日）

200 名 
21. 立道昌幸 東京大学医師会（12 月 21 日）産

業医研修会 220 名 
22. 立道昌幸 神奈川産業保健総合支援センター

約 40 名 
23. 立道昌幸 産業医大研修会（12 月 9 日、2 月

20 日）750 名（筑波） 
24. 立道昌幸 産業医学実践研修（2 月 28 日）

産業医 50 名（東京） 
25. 松田一夫 鯖江市愛育会 あいあい鯖江“家

族ぐるみの生活習慣病予防・がん予防 
26. 松田一夫 ～いつまでも元気で長生きするた

めに～" 約 50 名 鯖 江 市 愛 育 会 会 員 

2025 年 5 月 18 日  
27. 松田一夫 福井県越前市 越前市生涯学習セ

ンター"「えちぜん市民大学」家族ぐるみの

生活習慣病とがん予防 2025 年 6 月 9 日 
28. 松田一夫 ～健康診断結果の見方とがん検診

の正しい受け方～"約 30 名 越前市民  "
福井県坂井健康 福祉センター"Web にて"
「令和 7 年度坂井地区 がん講演会」2025
年 10 月 27 日 

29. 松田一夫 職場でのがん検診の正しい受け方

" 約 30 名 "旅館の経営者、2025/10/27 
30. 県・市のがん検診担当者" 結核予防会 Web

にて"「結核予防会全国支部事務局長研修会」 
31. 松田一夫 がんは決して他人事ではない～そ

の予防，正しい 2026 年 1 月 30 日 
32. がん検診をすべての人に～"約 50 名 "結

核予防会全国支部事務局長、他"  日本対が

ん協会 Web にて"「第 46 回保健師・看護師

研修会」 
33. 松田一夫 日本の大腸癌死亡率を諸外国並み

に減少させるには，何が必要か？" 約 180
名 "日本対がん協会支部の 保健師・看護

師、他" 
34. 齊藤英子：「がん検診の受診率をめぐる話題

と子宮頸がん検診での課題」、第 34 回日本婦

人科がん検診学会総会・学術講演会 シンポ

ジウム 1 、2025/10/4 
35. 齊藤英子：「HPV 検査単独法マニュアルを改

めて読み解く」、第 34 回日本婦人科がん検診

学会総会・学術講演会 共催セミナー、 
36. 2025/10/4 
37. 齊藤英子：女性労働者の健康管理、東京科学
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大学医師会産業医研修会、2025/8/15 
38. 齊藤英子：日本における HPV 検査単独法に

よる子宮頸がん検診の導入、第 67 回日本婦

人科腫瘍学会学術講演会・Asian Society of 
Gynecologic 2025 (ASGO) ランチョンセミナ

ー、2025/7/18 
39. 齊藤英子：TOKYO #女子けんこう部 子宮頸

がん検診普及イベント、東京都健康推進課 
子宮頸がん検診普及啓発事業、2024/12/28 

40. 齊藤英子：HPV 検査単独法導入に向けた精

度管理、厚生労働省 HPV 検査単独法導入に

向けた精度管理支援事業、2024/9/2, Web 開

催.     
41. 齊藤英子：HPV 検査単独法導入に向けた精

度管理、厚生労働省 HPV 検査単独法導入に

向けた精度管理支援事業、2024/8/30, Web開
催.    

42. 齊藤英子：女性労働者の健康管理, 日本医師

会認定 東京都医師会・東京医科歯科大学医

師会産業医研修会、2024/8/20, 東京. 
43. 齊藤英子：HPV 検査単独法導入に向けた精

度管理、厚生労働省 HPV 検査単独法導入に

向けた精度管理支援事業、2024/8/30, 名古屋. 
44. 齊藤英子：HPV 検査単独法導入に向けた精

度管理、厚生労働省 HPV 検査単独法導入に

向けた精度管理支援事業、2024/8/30, 福岡. 
45. 齊藤英子：女性労働者の健康管理、東京医科

歯科大学医師会 産業医研修会、2023/08/14、
東京 

46. 齊藤英子：女性労働者の健康管理、日本医師

会認定 東京都医師会・中央区医師会産業医

研修会、2023/7/2、東京 
47. 笠原 善郎 乳がん検診に関する最近の話題 令

和 5 年度 東京都がん検診従事者講習会 2024
年 1-3 月 Web 

48. 笠原 善郎 令和 6 年度 東京都がん検診従事者

講習会 2025 年 1-3 月 Web 乳がん検診最近の

話題：J-START、ブレスト・アウェアネス、

乳がん検診学会全国集計について 
49. 笠原 善郎 令和 7 年度 東京都がん検診従事者

講習会 2026 年 1-3 月 Web 乳がん検診に関す

る最近の話題：組織型検診に向けて 
50. 笠原 善郎 オムロン 2024 年度健康経営・コラ

ボへルス企画 働く女性の健康応援セミナー

乳がんの早期発見から治療、最近のトレンド

情報について Web 2025 年 1 月 29 日 2025 年

2 月 6 日 
51. 高橋宏和 沖縄県令和 7 年度がん検診充実強

化促進事業（「がん予防重点健康教育及びが

ん検診実施のための指針」 の一部改正につ

いて）2026 年 1 月 29 日 
52. 高橋宏和 三重県がん検診推進セミナー（が

ん検診の企画・精度管理のポイント）2025
年 12 月 24 日 

53. 高橋宏和 インサイツセミナー（がん検診受

診率向上に向けた最新動向と実践事例～地域

と職域をつなぐがん検診情報の新たなかたち

～）2025 年 12 月 17 日 
54. 高橋宏和 保険者フェスタ 2025 東京（がん

検診の質を守るしくみ） 
55. 高橋宏和 保険者マネジメントリーダー塾 

東京（がん対策と両立支援）2025年 11月 20
日 

56. 高橋宏和 健診事業のあり方研究会講演 東
京（胃がん検診およびチェックリストについ

て）2025 年 10 月 17 日 
57. 高橋宏和 PwC 健康保険組合 オンライン

Wellbeing セミナー Web（がん検診の効果と

限界）2025 年 10 月 10 日 
58. 高橋宏和 健診事業のあり方研究会講演 東

京（がん検診の精度管理）2025 年 6 月 6 日 
59. 高橋宏和 沖縄県令和 6 年度がん検診充実強

化促進事業（対策型検診における HPV 検査

単独法の導入と精度管理について）2025年 1
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月 31 日 
60. 高橋宏和 東京都医師会令和 6年度 がん検診

受託機関講習会（がん検診事業のあり方につ

いて）2025 年 1 月 25 日 
61. 高橋宏和 20241115 健診事業のあり方研究会

講演 Web（科学的根拠に基づく検診-子宮頸

がん検診における HPV 検査について-） 
62. 高橋宏和 保険者マネジメントリーダー塾

2024 講演 東京（がん対策と両立支援）

2024 年 11 月 8 日 
63. 高橋宏和 健診事業のあり方研究会講演 

Web（がん検診の精度管理）2024 年 6 月 14
日  

64. 高橋宏和 沖縄県講演 Web（対策型検診の

意義について）2024 年 2 月 15 日 
65. 高橋宏和 女性の健康研究会講演 東京（女

性のがん検診において保険者に期待すること）

2023 年 12 月 22 日 
66. 高橋宏和 いきいきライフセミナー 兵庫県

予防医学協会（大腸がんは予防できるか -
がん検診の適切な受け方-）2023 年 9 月 9 日 

67. 中山富雄 アリルジュ 職域検診担当者オン

ライン研修会『2040 年問題を見据えた職域

健康診断』、35 名、2026 年 2 月 27 日、 
68. 中山富雄 兵庫県県民健康講座、『よく知ろ

う、がん検診のいいこと、悪いこと』、兵庫

県医師会館、250 名 2026 年 2 月 10 日 
69. 中山富雄 オンコロライブ、『がん検診はい

つ受けるべき』、オンライン講演会、200 名 

2025 年 11 月 19 日 
70. 中山富雄 福岡県がん征圧の集い、『知らな

いと損、がんと健康診断』、事業所検診担当

者、明治安田ホール福岡、200 名 2025 年 9
月 20 日 

71. 中山富雄 NHK きょうの健康『がん検診で

命を守る最新ガイド』５つのがん検診メリッ

ト・デメリット 大腸がん・胃がん・肺がん

検診 女性のがん検診 乳がん・子宮頸がん 

2025 年 9 月 1-3 日 
72. 中山富雄 がんノートオンライン、『がん検

診って何』、がんサバイバー/がん家族、オン

ライン講座、120 名 2025 年 8 月 14 日 
73. 中山富雄 日本対がん協会看護師向け研修会、

『がん検診事業のあり方について』、オンラ

イン研修会、50 名 2025 年 3 月 11 日 
74. 中山富雄 小金井市市民公開講座、『がん検

診の正しい知識』、小金井東センター公民館、

40 名 2025 年 1/31 
75. 中山富雄 神戸製鋼健康講演会、『がんの予

防と検診、正しく知ろう』、株式会社神戸製

鋼本社ビル、300 名 
 

G. 学会発表 
1. 森定 徹 他 HPV 検査単独検診を見据えた

際の HPV 検査・細胞診の役割/ /2023/日本婦

人科がん検診学会 総会・学術講演会(第 32
回)/2023 年 10 月 

2. 森定 徹/アルゴリズムを含めたがん検診プロ

グラムの精度管理/ 2023/日本臨床細胞学会総

会 秋期大会(第 62 回)/2023 年 11 月 
3. 森定 徹 HPV 検査単独法による子宮頸がん検

診の導入について 〜現状と課題〜/ /2024/日
本産科婦人科学会 学術講演会（第 76 回）

/2024 年 4 月 
4. 森定 徹 わが国の子宮頸がん検診の状況と

現在の課題/ /2024/日本がん検診・診断学会

総会（第 32 回）/2024 年 9 月  
5. 森定 徹 HPV 検査による子宮頸がん検診/ /日

本がん検診・診断学会総会（第 33 回）/2025
年 9 月  

6. 森定 徹 HPV 検査を用いた子宮頸がん検診/ /
日本癌治療学会学術集会(第 63 回)/ 

7. 佐川元保．教育講演 12：日本における肺が

ん検診の現状と展望．第 48 回日本 
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8. 呼吸器内視鏡学会学術集会、2025.6.12. 仙台 
9. 佐川元保、中山富雄、小林 健、西井研治、

田中洋史、芦澤和人、目時弘 
10. 仁、桜田 晃、for The JECS Study Group．

JECS Study におけるプロトコールの変遷と

全登録例の背景因子．第 33 回日本 CT 検診

学会学術集会、横浜、2026.2.13 
11. 須藤恵美、小原愛美、佐藤倫広、目時弘仁、

宮澤仁、高橋則晃、中山富雄、 
12. 佐川元保．肺がん検診受診後における身体

的・精神的 QOL 変化の検討．検診手法・検

診結果・精密検査診断状況との関連性．第

33 回日本 CT 検診学会学術集会、横浜、

2026.2.13 
13. 丸山雄一郎、芦澤和人、小林 健、鐘撞一郎、

森谷浩史、中山富雄、佐川元保．非/軽喫煙

者対象の肺がん CT 検診比較試験（JECS 研

究）における E 判定（肺がんを疑う）の CT
所見．第 33 回日本 CT 検診学会学術集会、

横浜、2026.2.13 
14. 桜田 晃、坂本周三、佐川元保、齋藤泰紀．

低線量 CT による対策型肺がん検診にむけて

の読影医業務量の検討．第 33 回日本 CT 検

診学会学術集会、横浜、2026.2.13 
15. 佐川元保、中山富雄、小林 健、西井研治、

田中洋史、芦澤和人、目時弘仁、桜田 晃、

for The JECS Study Group．非／軽喫煙者

に対する低線量胸部 CT による肺がん検診の

有効性評価のための無作為化比較試験

（JECS Study）：プロトコールの変遷、リク

ルート、背景因子について．第 66 回日本肺

癌学会学術集会、東京、2025.11.6 
16. 須藤恵美、小原愛美、佐藤倫広、目時弘仁、

宮澤仁、高橋則晃、中山富雄、佐川元保．肺

がん検診が受診者の身体的・精神的 QOL に

与える影響：JECS Study における検診モダ

リティ別の検討．第 66 回日本肺癌学会学術

集会、東京、2025.11.6 
17. 芦澤和人、小林 健、鐘撞一郎、丸山雄一郎、

森谷浩史、中山富雄、佐川元保．非/軽喫煙

者対象の肺がん CT 検診比較試験（JECS 研

究）における E 判定（肺がんを疑う）の CT
所見．第 66 回日本肺癌学会学術集会、東京、

2025.11.6 
18. 白井真里、坂本周三、佐藤亜希子、肥田泰三、

野津田泰嗣、佐川元保、桜田晃、羽隅 透、

齋藤泰紀．肺癌検診における癌発見以前の画

像を用いた AI 有用性の検討．第 66 回日本肺

癌学会学術集会、東京、2025.11.6 
19. 佐川元保．教育講演 10 「肺がん検診ガイ

ドライン 2022 年版」への改訂 CT 検診を

中心に．第 64 回日本人間ドック学会学術大

会．2023．9．1．高崎． 
20. 佐川元保、石橋直也、菅原崇史、佐々木高信、

野々村遼、大島 穣、新井川弘道．肺がん検

診ガイドライン 2022 における LSCT の扱い．

第 27 回日本ＣＴ検診学会学術集会，2024．
2/7．北九州． 

21. 佐川元保．肺がん検診の現状と課題：低線量

CT 検診を中心に．がん征圧全国大会 2024．
2024．9．12．さいたま． 

22. 佐川元保．肺がん検診ガイドライン 2022 へ

の改訂 ーその背景と解説ー．第 64 回日本

肺癌学会学術集会．2023．11．2．千葉． 
23. 宮澤 仁、小原愛美、須藤恵美、中山富雄、

佐川元保．JECS Study 研究におけるコンタ

ミネーションに関する基礎的調査：個別アン

ケートからの検討．第 27 回日本ＣＴ検診学

会学術集会，2024．2/8．北九州． 
24. 坂本周三、肥田泰三, 佐藤亜希子, 加藤剛, 菅

野通, 八重柏政宏, 高橋里美, 桜田晃, 野津田泰

嗣, 佐川元保, 岡田克典, 渡辺彰, 齋藤泰紀．当

法人における 
25. 胸部 X 線画像の症例集を利用した CAD の精
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度評価．第 64 回日本肺癌学会学術集会、

2023.11.2、千葉 
26. 齊藤英子・e-learning によるがん検診の仕組

みの理解と集計データ解析による精度管理の

評価の実践・第 84 回日本公衆衛生学会総

会・2025 年 10 月 
27. Eiko Aoki, Kumiko Saika, Tohru Morisada, 

Daisuke Aoki・EVALUATION OF 
JAPAN'S IMPLEMENTATION OF HPV 
PRIMARY SCREENING USING EU  
RECOMMENDED LISTS・The 37th 
International Papillomavirus Conference・
Oct.2025 

28. 横山良仁,齊藤英子,雑賀公美子,森定徹,青木

大輔・HPV 陽性＋細胞診 NILM の経過：文

献レビュー・第 34 回日本婦人科がん検診学

会総会学術講演会・2025 年 10 月 
29. 佐野弘子,齊藤英子・地域住民検診における

子宮頸がん検診で、細胞診判定に占める

ASC-US の割合が増加すると精密検査受診が

低下するか？・第 34 回日本婦人科がん検診

学会総会学術講演会・2025 年 10 月 
30. 齊藤英子・わが国の子宮頸がん検診の「受診」

における課題 －今こそ all Japan での取り組

みを－・第 34 回日本婦人科がん検診学会総

会学術講演会・2025 年 10 月 
31. 齊藤英子・アカデミックセッション「婦人科

がん」① がん予防を志向したときの婦人科

がんの特徴・第 33 回日本がん検診・診断学

会総会・2025 年 9 月 
32. 岡田結生子,齊藤英子,雑賀公美子,青木大輔・

自治体と職域におけるがん検診の情報共有の

可能性についての検討のためのヒアリング・

第 33 回日本がん検診・診断学会総会・2025
年 9 月 

33. Eiko Saitoh Aoki・Municipality-Level 
Correlation of Screening follow-up Rates 

Between Cervical Cancer Screening and 
Other Cancer Screenings in Japan・ Asian 
Society of Gynecologic Oncology・Jul. 2025 

34. 齊藤英子,森定徹,青木大輔・わが国の子宮頸

がん検診では、HPV 検査単独法と細胞診単

独法の精度管理レベルにギャップが生じてい

る・第 77 回日本産科婦人科学会学術講演

会・2025 年 5 月 
35. Eiko Saitoh Aoki, Tohru Morisada, Kumiko 

Saika, Daisuke Aoki・Systematic Review of 
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